
山口県議会議員と山口県有機農業団体連絡協議会との意見交換会 

【次第】 

 

開催日時：令和６年(2024年)12月６日 15:30～17:00 

開催会場：山口県議会棟・６階・第二特別委員会室 

出席予定者： 

山口県議会議員有志 

山口県有機農業団体連絡協議会： 

原田慎司代表ほか構成団体の役員 14名程度 

司会進行：東孝次山口市有機農業推進協議会・委員 

【テーマ】 山口県民の安全安心の食の確保について 

１ 山口県有機農業団体連絡協議会代表・あいさつ 

２ 合志県会議員・あいさつ 

３ 意見交換 

(1) 有機農業推進の概況（Ｒ６年） 

森部実喜有機ネット山口西部・副会長 

(2) 山口市有機・環境保全型農業公園の提案 

原田正暁山口市有機農業推進協議会・副会長 

(3) 地産地消週間に「エシカル給食の日」の制定を！ 

西本葉子山口市有機農業推進協議会・食育委員長 

(4) 放射線育種米「あきたこまち R」と山口県の「晴るる R04」 

安渓貴子山口県環境保全型農業推進研究会・副会長 

(5) 有機農業推進のための情報 

東孝次山口市有機農業推進協議会・委員 

① 群馬県議会・環境農林常任委員会の県外調査報告 

② 「第２回全国オーガニック給食フォーラム in常陸大宮」報告 

４ 山口県有機農業団体連絡協議会代表・お礼 
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有機農業推進の概況（Ｒ６年） 

 

Ⅰ 背景 

  ２０世紀の「農業の近代化」（資材多投入と生産拡大等）や「食の近代化」（洋

風化、食品添加物を多用した食の産業化等）は、その副作用として農地の劣悪化

や食べ物の安全性が失われるなど環境と農業と食の深刻な問題を引き起こした。 

 

Ⅱ 有機農業の推進 

１ 「有機農業推進法」 

上記の背景の中で、「有機農業推進議員連盟」（超党派）による議員立法 

  として、2006年 12月の国会で、まず参議院で全会一致で可決され、続いて 

衆議院でも全会一致で可決された。 

「法律の前提」 

（１）誰でも取り組める有機農業 

（２）国民の日々の食卓をつくる有機農業 

（３）消費者が農業を理解し、生産者と手を結ぶ有機農業 

（４）自主性を尊重した有機農業 

  ※ 国と地方自治体は、有機農業者等の民間セクターとの協働で有機農業 

   を進めなければならないと定められた。 

  ※ 国や地方自治体は、有機農業推進に関する政策と計画をもつことが定 

   められた。 

国；「有機農業の推進に関する基本的な方針」 

都道府県；「有機農業推進計画」 

 ２ 「みどりの食料システム法」（令和４年） 

  「趣旨」 

この法律は、環境と調和のとれた食料システムの確立に関する基本理念 

等を定めるとともに、農林漁業に由来する環境への負荷の低減を図るため 

に行う事業活動等に関する計画の認定制度を設けることにより、農林漁業 

及び食品産業の持続的な発展、環境への負荷の少ない健全な経済の発展を 

図るものです。  

   この具体的な内容は多岐にわたるが有機農業に関するものを抽出する。 

  「２０５０年までに目指す姿」 

 （１）低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及に加え、   

ネオニコチノイド系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬等の開発によ   

り化学農薬の使用量（リスク換算）を５０％低減 

 （２）輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を３０％低減 

 （３）耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を２５％（１００万 ha）に拡

大 

 

Ⅲ 山口県及び市町の状況 

１ 有機農業推進計画の策定 （検討中の市も有り）  

   山口市、宇部市、長門市、美祢市、防府市 … ５市 
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２ オーガニックビレッジ宣言 （検討中の市も有り） 

   長門市 … １市 

 ３ 県農林水産事務所に有機農業担当を配置 

 

Ⅳ 山口県内の最近の民間の動き 

１ 令和６年、新たに任意団体「岩国地域有機農業推進協議会」が発足した。 

２ 岩国地域、山口市、宇部市において有機菜園教室が開催されている。 

３ JA山口県と有機農業の推進について協議を進めている。 

  （各統括本部に有機農業の窓口の設置、有機農業研修の実施など） 

４ 生活協同組合との連携について協議を始めている。 

   （有機農産物の流通、有機栽培の地域認証など） 

 

Ⅴ 課題 

日本では、各地で農業者や関係団体等により熱心に取り組まれているが、伸

び悩んでいるのが実情である。 

   有機農業の取組面積は、農地全体の約０.５％と言われており、農林水産省

では２０５０年に２５％（１００万 ha）に拡大と言っているが方策やスケジュ

ールは疑問符だらけである。 

   山口県では、各地域での取り組みも徐々に進んでいるが、中国地方の中 

でも有機農業は伸び悩んでおり、農政局も種々聞き取りを行っている。 

 

Ⅵ 推進方策 

  色々な考えや方策を協議・検討する必要があるが、一案として従来の推進体系

を強化する事が有効ではないでしょうか。 

 

 １ 有機農業推進法における国、都道府県、市町村の体制 

  〔従来〕 国；法律制定（有機農業推進法） 

         「有機農業の推進に関する基本的な方針」の策定 

       都道府県；「有機農業推進計画」の策定（必須） 

       市町村；「有機農業推進計画」の策定（任意） 

 

〔強化〕 国；法律制定（有機農業推進法） 

         「有機農業の推進に関する基本的な方針」の策定 

          都道府県の有機農業推進条例の制定促進 

       都道府県；有機農業推進条例の制定（原則） 

       市町村；「有機農業推進計画」の策定（必須） 

   〔理由〕 

○ 隣接する島根県の状況 

・「しまね食と農の県民条例」（平成１９年制定） 

・島根県農林大学校に有機農業専攻を設置 

      ・施策と予算の体系化 

○ 県内市町でも「有機農業推進計画」の有無が大きな分岐点 
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議員提出第４号議案 

しまね食と農の県民条例 

上記の議案を別紙のとおり会議規則第 14条の規定により提出します。 

平成 19年２月 13日 

提出者 

浅野俊雄 細田重雄 佐々木雄三  成相安信 手銭長光 

田中健二 宮隅 啓 倉井 毅 福田正明 森山健一 

田原正居 洲浜繁達 内田 敬 原 成充 矢野 潔 

五百川純寿 多久和忠雄 上代義郎 渡辺恵夫 

岡本昭二 野津浩美 三島 治 島田三郎 石倉俊紀 

藤山 勉 絲原德康 石橋 富二雄 福間賢造 小沢秀多 

大屋俊弘 中村芳信 川上昌彦 田中八洲男 井田徳義 

和田章一郎 園山 繁 尾村利成 

しまね食と農の県民条例 

農業及び農村は、県民の生活に欠くことのできない安全な食料の安定的な生産及び供給は

もとより、県土や自然環境の保全、安らぎを醸し出す景観の創造など多面的な機能を有し、

健やかで豊かな県民生活の実現や地域経済への貢献などを通して重要な役割を果たしてお

り、県民が等しくその恩恵を享受する県民共有の財産である。 

しかしながら、近年の本県の農業及び農村は、食生活の簡便化や嗜好の変化、食の安全に

関する懸念、環境意識の高まりなど消費者の意識の変化や多様化への対応を求められている

とともに、農畜産物の輸入の増加などによる市場競争の激化や価格の低迷、農業就業者の減

少や高齢化の進行による担い手の不足、耕作放棄地の増加、鳥獣による被害の増加等の厳し

い状況に置かれ、その持続的な発展の基盤が揺らいでいる状況にある。 

一方で、全国でも有数の規模を持つ大規模畜産経営体や多くの集落営農組織が育つととも

に、減化学肥料栽培、減農薬栽培、有機栽培等による安全で安心な農畜産物の生産及び供給

の拡大 地産地消の気運の醸成、首都圏を始めとする各都市での販路の拡大及び認知度の向

上等の本県の農業及び農村の振興の今後の方向性を示す取組も見られる。 

これらの現状を踏まえ、県民の貴重な財産である農業及び農村を健全な姿で次世代に継承

していくためには、県民一人一人に信頼され愛されるしまねの農業及び農村づくりに向けて、

県民に対し農業及び農村の果たす役割について理解を深めるための取組を進めるとともに、

安全で安心な農畜産物の生産及び供給、魅力ある産業としての農業の確立、環境と調和した

農業生産活動の推進が一層求められていることから、生産から消費までの各段階において、

県はもとより、農業者、農業団体、食品関連事業者、消費者等がそれぞれの役割を的確に果

たすことが重要である。 

そこで、県民の健やかで豊かな暮らしの根幹である食、環境などを支える農業及び農村の
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持続的な発展を県民と一体となって推進するために、ここにこの条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、県民生活において食、環境等の面で農業及び農村が果たす役割の重要

性にかんがみ、本県の農業及び農村を県民が等しくその恩恵を享受する県民共有の財産と

位置付け その振興について、基本理念及びその達成に向けた施策の基本となる事項を定

めるとともに、県、農業者、農業団体等の役割を明らかにすることにより、農業及び農村

の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって本県の農業及び農村の持続的な

発展並びに県民の安全で安心できる豊かな暮らしの実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 農業及び農村の振興は、次に掲げる事項が推進されることを基本理念（以下「基本

理念」という。）として行われなければならない。 

⑴ 安全で良質な農畜産物の安定的な生産及び供給を通じて、消費者の豊かな食生活の確

保及び消費者と生産者の信頼関係の構築を図るとともに、農業及び農村の果たす役割に

ついて県民の理解が深められること。 

⑵ 農業の担い手及び農業生産基盤（農地、農業用用排水施設その他の農業生産の基盤を

いう。以下同じ。）が確保されるとともに、地域の特性を生かした安定的な農業経営が

確立されることにより、将来にわたり自立した農業が持続的に営まれること。 

⑶ 環境と調和のとれた農業生産活動が行われることにより、環境への負荷が可能な限り

低減されること。 

⑷ 農業及び農村がはぐくんできた、水源の涵養、潤いと安らぎを醸し出す景観の形成、

自然環境の保全、文化の継承等の多面的な機能が将来にわたって十分に発揮されること。 

（県の責務及び役割） 

第３条 県は、基本理念に基づき施策を策定し、国、市町村、農業者、農業団体、食品関連

事業者（食品の製造、加工、流通若しくは販売又は食事の提供を行う事業者をいう。以下

同じ。）及び県民と連携を図 りながら、施策を総合的に推進する責務を有する。 

２ 県は、市町村が地域の特性を生かした農業及び農村の振興に関する施策を基本理念に即

して実施する場合には、当該市町村に対し、情報の提供、助言その他の必要な支援を行う

ものとする。 

（農業者の役割） 

第４条 農業者は、消費者の求める安全で良質な農畜産物の生産及び供給、環境との調和に

配慮した農法の導入、農業生産基盤の維持保全、農村の文化の継承等の取組を通じて、活

力ある農村づくりに努めるものとする。 

２ 農業者は、消費者への食の安全及び安心に関する情報発信、消費者との交流等を通じて、

農業及び農村が消費者からの信頼を得るとともに愛着を持たれるものとなるよう努める

ものとする。 



5 

 

（農業団体の役割） 

第５条 農業団体は、基本理念に基づき農業者及び生産組織（農業生産活動を共同して行う

農業者の組織、委託を受けて農作業を行う組織等をいう。以下同じ。）に対して積極的な

支援を行うとともに、基本理念の実現に向けて食品関連事業者及び消費者との連携に取り

組むものとする。 

２ 農業団体は、新たな販路の開拓、有利販売（農畜産物の有する安全性、味等の特徴を生

かした宣伝活動により、他の産地との差別化を図り、有利な取引を進めることをいう ）

等の流通に関する取組を主体的に行うものとする。 

（食品関連事業者の役割） 

第６条 食品関連事業者は、消費者に対し、当該食品関連事業者が取り扱う農畜産物に係る

生産地、生産方法等の情報を提供し、及び安全で良質な食品を供給すること並びに県内産

の農畜産物を利用することを積極的に行うことにより、農業及び農村の振興への協力に努

めるものとする。 

（県民の役割） 

第７条 県民は 県内産の農畜産物及びこれを原材料とする食品の消費、都市と農村の交流活

動への参加等を通じて、農業及び農村が食、環境等に果たしている役割について理解を深

めるよう努めるものとする。 

（施策の実施） 

第８条 県は、基本理念を達成するため、次条から第 14条までに掲げる施策の実施に努める

ものとする。 

（農業及び農村に関する県民の理解の促進） 

第９条 県は、農業及び農村の果たす役割に関する県民の理解の促進を図るため、地産地消

（県内産の農畜産物を県内で消費し、又は利用することをいう。）の推進、食育の推進、

食文化の維持保存、自然環境の保全等の県民と一体となって取り組む施策の実施に努める

ものとする。 

（安全及び安心等の消費者の需要の動向に即した農畜産物の生産及び供給） 

第 10条 県は、安全及び安心、高品質等の消費者の需要の動向に即した農畜産物の生産及び

供給の推進並びに県内産の農畜産物に係る付加価値の向上及び銘柄の確立による販売力

の強化を図るため、地域における生産者、加工業者及び販売業者の連携によるこれらの取

組に対する支援その他の必要な施策の実施に努めるものとする。 

（担い手の確保及び育成） 

第 11条 県は、農業の担い手の確保及び育成を図るため、意欲のある農業者、集落営農組織

（集落を基礎とした農業者の生産組織をいう。）新たに農業に就業しようとする者等に対

し、農業の技術の習得及び向上、経営管理能力の向上、経営の法人化等に必要な施策の実

施に努めるものとする。 
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（耕作放棄地の発生の防止等の農地の適正な保全） 

第 12条 県は、農地の適正な保全を図るため、地域の特性に応じて、優良な農地の確保、農

地の効率的な利用の促進、耕作放棄地の発生の防止及び解消等に必要な施策の実施に努め

るものとする。 

（環境と調和した農業の推進） 

第 13 条 県は、環境との調和に配慮した農業の推進を図るため、減化学肥料栽培 減農薬栽

培及び有機栽培による農法の普及 耕畜連携（米、野菜等を生産する農家と有畜農家が連

携し、稲わら、堆肥等の資源を相互に有効活用することにより廃棄物を低減する取組をい

う。）の支援その他の農業の自然循環機能（農業生産活動が自然界における生物を介在す

る物質の循環に依存し かつ これを促進する機能をいう。）の維持増進に関する施策の実

施に努めるものとする。 

（農業生産基盤の整備及び生活環境の整備） 

第 14条 県は、農業の生産性の向上並びに農業及び農村の有する多面的な機能の維持保全を

図るため、農業生産基盤の計画的な整備、地域が一体となって取り組む農業生産基盤の保

全及び有効活用、生活環境の整備その他の快適で魅力ある農村づくりに関する施策の実施

に努めるものとする。 

（基本計画の策定） 

第 15 条 知事は、第９条から前条までに規定する施策を総合的かつ計画的に実施するため、

施策の主要な目標及び具体的内容について、基本的な計画を定めるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する 



島根県農林水産部

１　施策の背景

２　施策の目的・目標・状況
１）目的

有機農業の振興による島根農業の活性化

○【島根県農業の現状】

・中山間地域が大半を占める本県は、農業生産の耕作条件に恵まれていない。

・担い手の高齢化が進んでいる。

・豊かで清涼な自然が存在している。

・農産物生産においては品質には定評。

○【農業を取り巻く状況】

・食に対する安全・安心志向や環境保全の関心の高まり。

・低成長時代を迎え、ものの豊かさから心の豊かさを求める層が増大。

・農村・自然への回帰志向の高まり。

○小規模でも他にはない特徴で全国に情報発信

○本県の地域条件（強み）を活かした農業の振興

○有機農業により高販売価格を狙い、「売れるものづくり」対策の推進

農業活性化への視点と有機農業の位置づけ

有機農業の振興を本県農業活性化策の柱の一つとして明確に位置づけ

　１）目的

　２）島根県における有機農業の現状（主な取組事例）

いわみ地方有機野菜の会
（浜田市、江津市）

（有）桜江町桑茶生産組合
（江津市桜江町等）

吉賀町柿木村

（農）ファーム宇賀荘

（安来市）

○全国でも有数の規模（約200ha）を持つ大規模農業生産法人
○有機栽培による｢どじょう米｣の栽培や｢ふゆ・みず・たんぼ｣の取組み
○「ふゆ・みず・たんぼ」には毎年1000羽以上の白鳥が飛来

取組団体(地域) 取組概要

○20～50代(平均36歳)の若手生産者10名による施設有機野菜栽培
○Ｈ20年には販売会社も立ち上げ、有機野菜の有利販売を実現
○組織内で研修の受け入れ、就農までの技術支援など人材も育成
○約7haで約２億６千万円を売り上げ、高収益な有機農業を実現

○地域内の未利用資源（桑）などを健康食品の素材として有効利用
○栽培、一次加工などにより多くの雇用の受け皿にもなっている

【有機農業振興の課題と取組目標】

○高齢者や小規模農家も含め地域で古くから有機農業に取り組み
○近代農法への反省から自給自足を基本にその延長で消費者との交流
など顔の見える関係の中で農産物販売を実施

○【島根県農業の現状】

・中山間地域が大半を占める本県は、農業生産の耕作条件に恵まれていない。

・担い手の高齢化が進んでいる。

・豊かで清涼な自然が存在している。

・農産物生産においては品質には定評。

○【農業を取り巻く状況】

・食に対する安全・安心志向や環境保全の関心の高まり。

・低成長時代を迎え、ものの豊かさから心の豊かさを求める層が増大。

・農村・自然への回帰志向の高まり。

○本県の豊かな自然環境を保全し、持続可能な農業生産と農村生活の実現と島根県農業のブランド

確立、全国への情報発信を行えるよう、さらに踏み込んだ有機農業の振興を実施

①有機農業担い手の育成のしくみづくり

・農業大学校を拠点とした島根オーガニックアカデミーの開設

②有機農業に関する技術支援及び実践者の取組支援の充実

・有機農業技術情報の収集、研究、実証と技術普及

③販売対策につながる生産者・消費者などの連携の推進

○小規模でも他にはない特徴で全国に情報発信

○本県の地域条件（強み）を活かした農業の振興

○有機農業により高販売価格を狙い、「売れるものづくり」対策の推進

農業活性化への視点と有機農業の位置づけ

有機農業の振興を本県農業活性化策の柱の一つとして明確に位置づけ

○【島根県農業の現状】

・中山間地域が大半を占める本県は、農業生産の耕作条件に恵まれていない。

・担い手の高齢化が進んでいる。

・豊かで清涼な自然が存在している。

・農産物生産においては品質には定評。

○【農業を取り巻く状況】

・食に対する安全・安心志向や環境保全の関心の高まり。

・低成長時代を迎え、ものの豊かさから心の豊かさを求める層が増大。

・農村・自然への回帰志向の高まり。

○本県の豊かな自然環境を保全し、持続可能な農業生産と農村生活の実現と島根県農業のブランド

確立、全国への情報発信を行えるよう、さらに踏み込んだ有機農業の振興を実施

①有機農業担い手の育成のしくみづくり

・農業大学校を拠点とした島根オーガニックアカデミーの開設

②有機農業に関する技術支援及び実践者の取組支援の充実

・有機農業技術情報の収集、研究、実証と技術普及

③販売対策につながる生産者・消費者などの連携の推進

○小規模でも他にはない特徴で全国に情報発信

○本県の地域条件（強み）を活かした農業の振興

○有機農業により高販売価格を狙い、「売れるものづくり」対策の推進

農業活性化への視点と有機農業の位置づけ

有機農業の振興を本県農業活性化策の柱の一つとして明確に位置づけ

nouji
資料1-2
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３　具体的な事業内容

○有機農業実践者ネットワーク化推進

・実践者の把握、意見交換・研究会の実施、ネットワーク組織の設置検討

○有機農業に関する技術支援

・有機農業技術の研究・普及（除草剤を使わない米づくり技術の確立等）

・先進経営の技術・経営構造の調査・分析と技術情報へのとりまとめ、取り組み者への提供

による支援

・ＮＰＯ法人島根有機農業協会との協働による有機農業の普及

（有機農業技術研修会（連続講座）の開催、有機ＪＡＳ取得支援）

(1)有機農業担い手育成事業 （Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １６，７８１千円

(2)島根県有機農業総合振興対策事業（Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １３，５９５千円

(3)有機農業等取組拡大支援 （Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １８，７５０千円

対 象 事 業

○島根オーガニックアカデミーの開設

・農業大学校を拠点施設に県内の先進農家の協力を得て、「島根オーガニックアカデミー」

を平成２４年度に開設

平成２２年－有機農業指導職員育成（長期研修）、実習用露地ほ場・ハウス補修

平成２３年－指導体制整備（技術研鑽、ほ場・テキスト準備）、水稲ほ場整備、野菜ハウス

整備、機械整備、研修部門一部スタート、学生募集開始

課題①「有機農業担い手育成のしくみづくり」
有機農業担い手育成事業

課題②「有機農業に関する技術支援、実践者の取組支援の充実」
島根県有機農業総合振興対策事業

有機農業等取組拡大支援

４　今後の検討課題

○有機農業実践者ネットワーク化推進

・実践者の把握、意見交換・研究会の実施、ネットワーク組織の設置検討

○有機農業に関する技術支援

・有機農業技術の研究・普及（除草剤を使わない米づくり技術の確立等）

・先進経営の技術・経営構造の調査・分析と技術情報へのとりまとめ、取り組み者への提供

による支援

・ＮＰＯ法人島根有機農業協会との協働による有機農業の普及

（有機農業技術研修会（連続講座）の開催、有機ＪＡＳ取得支援）

○有機農業流通・販売対策事業

・全国商談会（オーガニックエキスポ）への参加（４団体予定）、販売研修会の開催

○有機農業の実践者の取組支援

○環境を守る農業宣言の募集・ＰＲ（平成２１年度で約２，７００件の宣言）

・宣言の募集活動、広報活動、環境農業シンポジウムの開催

○優良団体の表彰

・環境農業大賞の募集、審査、表彰、ＰＲ活動の実施

☆宣言者の活動支援（H22年度事業の拡充事項）

・宣言者の連携や消費者の生産者支援活動を誘導するためモデル的な取組の仕掛けを行う。

・生産者組織の販売対策モデル支援（３団体予定）

①西長江エコ米栽培グループ－民間団体、地域密着型商店、こだわりの米穀店などとの連

（松江市） 携による販路確保、

②松江・八束地方持続農業研究会－スーパーへの常設販売コーナー設置の取組

③注連川の糧（吉賀町）－たんぼの生き物調査を通じた販売促進

課題③「生産者・消費者等関係者の連携推 島根県有機農業総合振興対策事業

○農業・農村活性化の柱の一つに有機農業の振興を位置づけることの方向性はどうか

○有機農業振興の課題のとらえ方、対応策へのアドバイスはないか

○消費者理解の促進をどのように進めたらよいか

(1)有機農業担い手育成事業 （Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １６，７８１千円

(2)島根県有機農業総合振興対策事業（Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １３，５９５千円

(3)有機農業等取組拡大支援 （Ｈ２２～２４年度） Ｈ２２予算額 １８，７５０千円

対 象 事 業

○島根オーガニックアカデミーの開設

・農業大学校を拠点施設に県内の先進農家の協力を得て、「島根オーガニックアカデミー」

を平成２４年度に開設

平成２２年－有機農業指導職員育成（長期研修）、実習用露地ほ場・ハウス補修

平成２３年－指導体制整備（技術研鑽、ほ場・テキスト準備）、水稲ほ場整備、野菜ハウス

整備、機械整備、研修部門一部スタート、学生募集開始

課題①「有機農業担い手育成のしくみづくり」
有機農業担い手育成事業

課題②「有機農業に関する技術支援、実践者の取組支援の充実」
島根県有機農業総合振興対策事業

有機農業等取組拡大支援
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○目   的－有機農業推進の基本理念、国地方公共団体の責務や施策の基本となる事項を定め、有機農業  
         の発展を図る。 
○基本理念－有機農業への農業者の取組の誘導、消費者志向への対応、関係者の連携、農業者の自主性等 
         を図りつつ推進。 
○行政の責務－有機農業の推進に関する施策を総合的に策定、実施。 

有機農業推進法（Ｈ１８年１２月） 

 
○技術支援－技術の開発・確立、実証、現地への波及、有機農業指導普及員の育成 
○新規参入者の育成－先進農家や民間団体の協力の下、技術習得に向けた支援を実施 
○生産環境整備－施設機械の整備支援、販路開拓・拡大支援 
○消費者との連携の促進 

島根県有機農業推進計画（Ｈ２０年３月）における推進事項 

 
○基本目標－持続的に発展する島根の農林水産業・農産漁村の実現 
○目指すべき１０年後の姿－「環境に配慮した農業から生まれる豊かな「食」の提供」を位置づけ 
○県プロジェクト－「環境負荷軽減・資源循環利用促進プロジェクト」（有機農業実践者の育成） 
○地域プロジェクト－松江、雲南、大田、浜田、益田の各圏域で位置づけ 

新たな農林水産業・農村活性化計画（平成２０年３月） 

有 機 農 業 に関する施策上の位置づけ 

 
○目   的－食と環境の面で農業及び農村の果たす役割の重要性にかんがみ、その振興について、基本理念   
         及びその達成に向けた施策の基本となる事項を定め、農業農村の持続的な発展及び、県民の安  
         全安心で豊かな暮らしに寄与。 
○基本理念－安全良質な農畜産物の生産及び供給を通じた県民の豊かな食生活の確保、環境と調和のとれ 
         た農業生産活動の実施による環境負荷の低減 
○県の役割－基本理念に基づき施策を策定し、関係者及び県民と連携を図りながら施策を推進。 
 

しまね食と農の県民条例（Ｈ１９年２月） 
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新規学卒者の参入希望
○農林高校等での環境農業教

育の高まり

例）益田翔陽高校

・生物生産工学科→生物環

境工学科に改組(Ｈ21)

・環境を守る農業宣言を行

他地域、他産業からの参

入希望（Ｕ・Ｉターン）
○都市生活者の有機農業への

養成部門有機農業コース（２ヵ年）
○有機農業技術の基礎から実践までのノウハウ

の習得

○先進農家での実習を重視

○就農意志の確認や就農準備（農地、資金、経営

計画の策定等）

【１年次】

・植物整理、栽培の基礎理論

・有機栽培技術の基礎理論

・農大ほ場での基礎実習

【２年次】

・有機農業応用技術の学習

サ
テ
ラ
イ
ト
校
（
先
進

○
研
修
受
け
入
れ
、
実
践
技
術

①ビジネスモデルの拡大
石見地方有機野菜の

会、三和農産、桜江オー

ガニックファーム等のモ

デルの拡大

②Ｕ・Ｉターン等の活用に

よる人材不足の解消
先進経営体への雇用就

農、柿木等既存取組地

域への参入

有機農業による人材島根オーガニックアカデミー

島根オーガニックアカデミー構想による人材育成のしくみづくり

ニーズ・必要性

新規学卒者の参入希望
○農林高校等での環境農業教

育の高まり

例）益田翔陽高校

・生物生産工学科→生物環

境工学科に改組(Ｈ21)

・環境を守る農業宣言を行

他地域、他産業からの参

入希望（Ｕ・Ｉターン）
○都市生活者の有機農業への

参入志向の受け入れ

例）就農フェア（大阪）での聞

き取り（Ｈ21.8)

慣行栽培からの参入希望
○慣行栽培、エコ栽培からの有

機農業への参入志向の受け

入れ

例）有機農業への参入希望

取り組みたい希望 51.6％

県内技術者の育成
○有機農業指導者、実践者の

技術向上等県内技術者の育

養成部門有機農業コース（２ヵ年）
○有機農業技術の基礎から実践までのノウハウ

の習得

○先進農家での実習を重視

○就農意志の確認や就農準備（農地、資金、経営

計画の策定等）

【１年次】

・植物整理、栽培の基礎理論

・有機栽培技術の基礎理論

・農大ほ場での基礎実習

【２年次】

・有機農業応用技術の学習

研修部門での実践型研修
○有機農業に即時参入を目指す実践的研修

○参入部門にしぼり、先進農家での実践研修と農

大での座学の組合せ→短期間での人材育成

○実践者の課題解決

○農業改良普及員等技術者の養成

【長期研修】（３ヵ月～１年）

・習得希望作物の栽培期間に併せた研修

・農大ほ場、先進農家（協力農家）での実習

【短期研修】

サ
テ
ラ
イ
ト
校
（
先
進
農
家
等
）

○
研
修
受
け
入
れ
、
実
践
技
術
の
習
得
、
経
営
管
理
の
習
得

①ビジネスモデルの拡大
石見地方有機野菜の

会、三和農産、桜江オー

ガニックファーム等のモ

デルの拡大

②Ｕ・Ｉターン等の活用に

よる人材不足の解消
先進経営体への雇用就

農、柿木等既存取組地

域への参入

③既存取組農家のレベル

アップ
課題の解決

有機農業による人材島根オーガニックアカデミー

有機農業における全

国でも先駆的人材育

島根オーガニックアカデミー構想による人材育成のしくみづくり

ニーズ・必要性
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２ 山口市有機・環境保全型農業公園の提案 
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2024 年 11 月 18 日 

 

山口県知事  村岡嗣政 様 

山 口 市 長  伊藤和貴 様 

山口市有機・環境保全型農業公園を造る会 

        代 表 生物文化多様性研究所所長    安渓遊地                       

副代表 おさば有機農業研究会会長   原田正暁                         

山口市南出荷組合 組合長           田島徳明   

                                        山口市中央学校給食出荷組合 組合長 的場知之    

                           白石山ファーム代表          能美忠治    

 
子どもたちへ希望ある未来をつくる山口市有機・環境保全型農業公園 
の実現に向け第一次集約分賛同署名の提出について 

 

2024 年 8 月 1 日「子どもたちへ希望ある未来をつくる山口市有機・環境保全型農業公

園の実現を」の要請書を提出しました。これまでに個人・団体等へ賛同署名を呼び掛けた

結果、本日までに寄せられた第一次集約分賛同署名２.６４７筆を提出します。 

賛同署名をしてくださったみなさんからの声の多くは、せっかくの緑地や農地を次の世

代のためにも極力残すべきで、現在検討されているという集合住宅建設と商業施設誘致を

柱とする計画案は、短期的に企業の金もうけにはなるかもしれないとしても、これからの

時代の要請にみあわないというものでした。 

地球規模の気象危機の中で、環境破壊や健康被害が拡大し、生態系も大きな打撃を受け

て、人類が世界的な食料危機に直面しているという現状を変えるために、世界が求めてい

る趨勢に、せっかくの緑地帯をコンクリートで埋めるような商業施設や集合住宅の建設は

そぐいません。本年７月 31 日に山口県が公開した「生物多様性やまぐち戦略」や、国の

「みどりの食料システム戦略」にはっきりうたわれている通り、自然を壊すこれまでの営

みを 2030 年までには完全に停止し、2050 年にはすっかりよみがえった自然の中で、農地

の 4分の１の 100 万ヘクタールが有機農業に転換した日本で、人々が豊かな生物多様性に

守られて暮らすという世界との約束へ向けた着実な実行こそが求められています。 

未来を担う子どもらの生存のためにも、憩いと学びの場、自然の中の食と農の交流の場

等、未来世代に豊かな農業と環境を引き継ぐためにも、山口市大内地区のコミニュティー

センターとして多目的機能を持つ農業公園の実現を願い、賛同署名をもって要請するもの

です。県民の貴重な財産である農業試験場跡地を一部の企業のためでなく、地域住民・山

口市民・山口県民のために活用して欲しいとの声を真剣に受け止められ、現在検討中の再

開発案の抜本的な見直しを含め、計画を再考されるよう改めて要請します。 

以上 

連絡先 

安渓遊地（山口市阿東徳佐中 1694-2  y@ankei.jp  電話 FAX 083-956-0375） 

原田正暁（電話 090-4652-1178   FAX 083-927-2061） 

mailto:y@ankei.jp
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2024 年  月  日  

山口県知事  村岡嗣政 様 

山 口 市 長  伊藤和貴 様 

 

子どもたちへ希望ある未来をつくる山口市有機・環境保全型農業公園の実現を 

（自然に学ぶ、自然と遊ぶ、自然とともに生きる） 

 

近年の気候変動で頻発する豪雨、台風、猛暑等の災害。農業では輸入食品に含まれる農薬

の残留基準の緩和から人体への影響と、特に子どもたちのアレルギー症状など心身への悪影

響が心配されています。このような環境破壊と健康被害とともに、すでに起こっている世界

的な食料不足が深刻な脅威となっています。 

 このたび、元県農業試験場の跡地利用の提案として、8月 1日  山口市有機・環境保全型

農業公園を造る会」 （代表 ・安渓遊地 ・山口県大学学誉教授 ）から提出された要請内容 （ 

紙）について、下記の理由により全面的に賛同するものです。賛同署誉の提出をもって、県

および市におかれては実現に向け努力されるよう要請します。 

記 

1. 未来を担う子どもたちに健康な食文化を伝えることは肝要であり、食と農の学切さを実

地に学びあえる多世代交流の場として、有機・環境保全型農業公園の実現を図ること。 

2. 親子での家庭菜園を基本に市民参加が容易な多彩なテーマを設けるとともに、食と農の

つながりからのコミニュティづくりや防災拠点とする市民参加型の集合建物とすること。 

3. 県農業試験場の跡地は、2050 年を見すえた  生物多様性やまぐち戦略」に沿う、自然と

ふれあう緑地帯として活かし、既存のほ場やハウス等も活用して、建設費を抑えること。 

4. 施設の設計監理・工事請負・完成後の運営協力等については、地域の技術と経験を活か

し、地域に雇用が生まれ資金が回るよう県内企業・団体を優先すること。   以上 

賛同署誉 

氏 誉 住    所 

  

  

  

  

  

ご意見欄（自由記述） 

個人、ご家族を含めご記入願います。記入していただいた個人情報は、この署誉以外に使用しません。 

問い合わせ先：山口市有機・環境保全型農業公園を造る会 メール nogyokoen@protonmail.com 

取扱い団体  

 

mailto:メールnogyokoen@protonmail.com


土と健康　2024 年 11・12 月号（№ 528）25

足立区都市農業公園の実践に学び、夢実現へ！
　私たち「山口市有機・環境保全型農業公園を造る会」は、18ha を超える山
口県農業試験場跡地を農業公園にすることを提案しています。有機の農地が広
がり、ハウスもあって、動物たちとふれあえる。循環型の堆肥づくりから収穫
された食材を食べるところまで体験して、学び、遊び、自然とともに生きる。
研修・宿泊棟やテント村があり、県産材の本館棟は地域のコミュニティセン
ターを兼ねる。子どもたちが朝から晩まで過ごしたくなるそんな農業公園の夢
を一枚の地図にまとめました。
「造る会」の代表をお引き受けした私は、40歳になる息子を中心に、島根県
の津和野町まで10キロほどの山口市北端の高原にある「阿東つばめ農園」で
2012年から有機の家族農業を実践している、もと大学教員です。「やまぐちの種
子を守る会」の世話人である妻の安渓貴子とともに、瀬戸内海の生物多様性を守
るために「奇跡の海」上関町での原子力施設計画への保全活動も続けています。

　昨2023年 4月、山口市大内地区の山口県農業試験場は、防府市にあ
る県立農業大学校敷地へ合同移転し、跡地の再開発計画策定を山口県と
山口市がコンサルタントに委託。参入したい企業の希望を聞く「サウン
ディング型市場調査」によって、同年11月に脱炭素のスマートシティと
しての商業施設と住宅地開発の計画案が発表されました。この案に、山
口市の中心商店街の店主たちは怒りました。1997年に大内地区に郊外型
ショッピングセンター・ゆめタウンが進出したあと、商店街の人出は半
減し、歴史ある百貨店も2008年に閉店に追い込まれました。
　この計画は、商店街にとって死活問題であるだけでなく、郊外への人口
流出を加速します。人口減少と空き家の激増が進んでいる地方都市で、市
民の意見でなく企業の希望だけを聞いた結末の昭和のバブル期のような計
画案は、山口商工会議所を通じた強硬な反対で頓挫しました。
市民サイドからの提案を模索する中で、有機農業公園のアイデアが浮

上。いまある農地やハウスや林地をできるだけ活かし、生物多様性国家戦略の「保護区」にも
なりうる案を、今年 8月に山口市と山口県に申し入れました。同時に開始した署名活動には、
子どもたちが自然の中で自由に遊べるプレーパークを求めてきた人たちも賛同し、共感が広
がっています。
時代を吹く風は変わったのです。有機給食への要望も高まっています。2050年に農地の４分
の１を有機にするという国の目標に沿うオーガニックビ
レッジ宣言へ向けて、県内の市町が取り組む起爆剤にし
たいですね。10月 12日には、日本有機農業研究会理事
長の魚住道郎さんを山口市にお迎えして、足立区都市農
業公園での長年の実践を「『有機農業公園』にかける夢」
としてお話していただきました。有機農業なんて非現実
的と思ってきた山口県民の意識が変わることを楽しみに
しています。

やまぐち有機農業公園の夢
山口市有機・環境保全型農業公園を造る会代表　安

あ ん け い ゆ う じ

渓遊地

筆者近影（©全京秀）

わくわくしていつまで

も見ていられると市

民に好評のやまぐち

農業公園（仮称）見取

り図 （©芥川愛子）

公園見取り図へのアクセスＱＲコード →

山口県初の営農ソーラーを導入

した阿東つばめ農園での水田

の除草 (©岡本公一 )

山口市の中央商店街での署名活動（2024年９月27日）

nouji
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３ 「エシカル給食の日」の制定を！ 
               山口市有機農業推進協議会 食育委員長 西本葉子 

■山口県の学校給食への取り組み 

山口県では、学校給食に地場産食材を使用し、食育基本法に則り学校給食を「生きた教材」

として活用しています。各市町において、地元関係機関との連携体制の構築や、栄養教諭・

学校栄養職員による献立の工夫など、継続的・組織的に取り組んでいます。 

【学校給食における地場産食材使用状況調査は毎年報告】 

 
※食育基本法の制定以降、地産地消が計画的に推進され見事な成果を上げています。 

※しかし第四次食育推進計画にあるエコ野菜の利用については未計画の状態です。 

※食育推進計画は農林水産省から発布されているので、農政の協力が必須です。 

 

■エコ野菜の給食利用について 
山口市の成功事例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「エシカル給食の日」実現のため 
山口県に必要な施策 3つ 

 
①山口県教育委員会から各市の栄養教諭さん
とのエコ野菜利用の意見交換会を設ける 
  
②エコ野菜・米利用 0.1～0.2％目標値 
山口市のモデル事業を参考に実現可能な目標

値を設定する 

 
③「エシカル給食の日」を推奨する 
既に実施されている地産地消週間に山口のエ
コ野菜やお米の利用をよびかける 

■「エシカル給食の日」を望む県民の声 
 

2022 年 1 月に県知事への提言 110 枚が教育委員会へ

提出されています。県民は答えを待っています。 

（NPO法人山口県食育協会評議員・児玉純子） 
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４ 放射線育種米「あきたこまち R」と山口県の「晴るる R04」 

             山口県環境保全型農業研究会・やまぐちの種子を守る会 安渓貴子 

 

山口県は 2024年 2月 27日に「コシヒカリ環 1号」と「晴るる」の後代交配

種「晴るる R04」の品種登録出願をしました*。マスコミでは報道されていませ

んが、人体に有害なカドミウムの吸収が少ないという特性を持つ品種です。秋

田県は同様の後代交配種「あきたこまち R」の種籾に 2025年から全面切り替え

をすると発表しています。山口県の登録出願は秋田県に続く動きで、一般農家

での栽培が山口県でも始まる可能性があります。もし山口県が、秋田県の例に

ならうとすれば、大きな問題が多数生ずる恐れがあると考えます。 

*コシヒカリ環 1号を親にした品種一覧: 

https://ineweb.narcc.affrc.go.jp/search/ine.cgi?action=oyahinsyu&ineCode=N

KK0000010   

 

パンフレット「重イオンビーム放射線育種米『あきたこまち R』なにが問

題？？」は、食の「知る権利」を守ることをめざす OKシードプロジェクトが

発行したもので、秋田県での問題点を述べていますが、後半にあるように「農

業水産省は 2018年に全国のお米の主力品種を『コシヒカリ環 1号』とその後

代交配種に切り替えていく指針を策定している」ことから、山口県の問題でも

あると考えられます。 

 

以下、パンフレットの問題点にそって述べます。 

 

1. お米を選べない：従来の「あきたこまち」なのか、「あきたこまち R」な

のか、消費者が買う際に、表示が同じなので選べません。消費者の知る権

利・選ぶ権利を侵害します。 

2. 遺伝子を改変：重イオンビームという放射線をあてて遺伝子 DNA の 2本鎖

を切って除くという遺伝子を改変したお米です。そのため、健康や環境に

与える影響がわかっていません。 

3. 自家採種禁止・特許つき：自家採種できる「あきたこまち」と異なり、登

録品種なので、農家は毎年種籾を買い、特許料も支払わねばなりません。 

4. マンガンが低下：あきたこまち Rは、カドミウム吸収を減らす目的の品種

ですが、同時に光合成に不可欠な物質マンガンの吸収も減ります。このた

め病気にかかりやすく、対応するため土壌中のマンガンの検査が必要にな
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り、農薬散布など農家の経費や手間が増えるうえに、人にとってもマンガ

ンは必須微量ミネラルであるため、健康にも環境にも負荷がかかります。 

5. 学校給食にも「あきたこまち R」！？：全国の学校給食でもあきたこまち

がよく食べられてきました。区別されず販売されるので心配です。 

6. 「有機」認証も可？：農林水産省は「あきたこまち R」は有機認証を取得

できると公表しました。遺伝子を改変した作物を有機認証することは認め

られません。 

7. なぜ？全面転換？：カドミウム汚染地域は限られており、農法上の対策や

検査**で市場には出ていません。なぜ全面転換なのでしょうか？ 

**https://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_cd/jitai_sesyu/attach/pdf/01_inv-6.pdf 

 

農林水産省は 2018 年に全国のお米の主力品種を「コシヒカリ環 1 号」とそ

の後代交配種に切り替えていく指針を策定しています。 

 

2017年の農業競争力強化支援法、2018年の種子法廃止、2020年の種苗法改

訂と、日本政府によって一貫して進められている「種子の自家採取を禁止し、

種子をグローバル企業の支配のもとに置く」という動きにつながるもと見られ

ることから、見過ごすことはできません。 

 

農家にとっても、消費者にとっても、また食品加工に携わる者にとっても

「選べない」、「食料主権」がない状況を産んでしまいます。 

2023年 4月に施行された「山口県種苗条例」の前文に、「県民の理解を促進し

つつ、生産者や関係者が一体となって、本県独自の品種開発や優良な種苗の安定供

給に取り組む必要がある。また、生産者や関係者による取組などの情報を積極的に発

信し、県民と産地の情報を共有することにより、優れた県産農産物の需要の拡大に繋

げていくことが求められている」とあります。「生産者、流通関係者、加工関係者

や消費者」に情報を開示し共有し、「協働」しながら、秋田県のような問題が

生じないよう適切に対処して欲しく思います。 
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重金属汚染と期限切れ農薬汚染―有機農家にも消費者にも他人事ではない 

                        安渓遊地（山口かんぽ研理事） 

A カドミウム汚染 

 秋田県では、非鉄金属の鉱山跡が 125箇所あって、それが主なカドミウムの土壌汚

染源となっています（文献１）。そのためにカドミウムを吸収しにくいという「あきた

こまち R」の導入に必死になっているのだと思われます。しかし、種籾の全量をこの

新品種にとりかえて、その必要な経費は農家負担に、という政策は、汚染者負担の原

則から外れています。また、全国的には、米のカドミウム含有率は、平成 9～10年度

の調査では、カドミウム濃度が基準値の 0.4 mg/kg を超える試料が 0.3 %存在しまし

たが、汚染米対策が功を奏して平成 21、22 年度の調査では基準値を超える試料はあ

りませんでした（文献２）。 

 

B 古民家の期限切れ農薬の処分に公的支援を 

 農村地帯の古民家には、期限切れ農薬が大量に保管されていることがあり、適正な

処分をしなければ、下流に汚染を引き起こす可能性があります。一例では、阿東地区

のある農家の倉庫の各所から、使用されなかった農薬がみつかり、その総量は、３０

０キログラムを超えています。その中で、農協で販売したものは、農協が年に一度有

償で引取り処分しています。上記のうち 172キロは、引取りの対象でした。ヒ素を含

む農薬もあり、しかし、林業用の除草剤は、農協では引き取れず、たらいまわしに。

結局、林業センター・除草剤製造会社２社・山口市阿東支所・山口県の担当を経て、

県内の廃棄物業者を紹介するサイトを紹介されました。廃棄物業者のリストの中から、

適正な処理が可能という業者を見つけるのがまた一苦労で、「廃棄物運搬車」の掲示

をした自家用車で、約１００キログラムを宇部市の業者まで搬入し、マニフェストを

発行してもらいました。 

 問題は、ラベルがなくなってしまった農薬らしいもので、これについては、正体が

わからなければ、処分する方法もわかりません。経費は、およそ１０万円はかかりま

すが、どこからも支援がありません。 

 期限切れ農薬の処分について適切な情報提供などの、公的な支援がなければ、定住

促進にも大きな落とし穴がありうるという例としてご紹介します。（文献３） 

 

C. ヒ素・水銀・鉛・青酸を含む農薬の意図的な土中埋設の例 

 また、県立農業試験場で、1970年代に、担当者が意図的に、ヒ素や青酸ソーダとい

う猛毒の農薬の期限切れになったものを大量に地中に廃棄した地点がある、という聞

き取り結果があります。県の現在の担当者は、法律にのっとって、今後全面調査する

ので問題はないという回答でしたが、深井戸の底に投棄したという証言が事実であれ

ば、通常では発見は困難でしょう。情報を共有しておきます。投棄した二人の担当者
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の名前については伏せてあります（文献４）。これも、地域住民の安全のためには、対

応すべき課題であると考えられます。 

 

引用文献 

１． 堀口 兵剛「忘れられたカドミウム汚染地─秋田県の農家におけるカドミウム

経口曝露とその健康影響の現状」日本毒性学会学術年会 2016年 43.1 巻 S19-

2 DOI https://doi.org/10.14869/toxpt.43.1.0_S19-2 

２．農水省「我が国における農産物中のカドミウム濃度の実態」平成 30 年 10月 1日

更新 

 https://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_cd/jitai_sesyu/01_inv.html 

３．安渓遊地「地域の困りごと）古民家の期限切れ農薬の場合」ブログ記事 

 https://ankei.jp/yuji/?n=2809 

４．安渓遊地「山口県農業試験場跡地）ヒ素・鉛・水銀などの土壌汚染問題 もと職

員からの聞き取り２件」ブログ記事 https://ankei.jp/yuji/?n=2919 

 

 

 

県農業試験場の空中写真 

大量のヒ素剤を埋めてその上にコンクリートのスロープを設置した B 地点と大量の

青酸ソーダを、ボーリング深井戸に投入した C 地点 

そのほかに、図の左側の害虫実験室からは、水銀剤を地中投棄 

https://doi.org/10.14869/toxpt.43.1.0_S19-2
https://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_cd/jitai_sesyu/01_inv.html
https://ankei.jp/yuji/?n=2809
https://ankei.jp/yuji/?n=2919
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５ 有機農業推進のための情報 

東孝次山口市有機農業推進協議会・委員 

(1) 群馬県議会・環境農林常任委員会の県外調査報告…資料 5-1 

群馬県議会・環境農林常任委員会が県外調査された報告書を群馬県議会のホームペー

ジより入手した資料に基づき、東が作成 

(https://www.pref.gunma.jp/site/gikai/657064.html) 

調査期間：令和 6年 7月 23日～25日 

(2)  「第２回全国オーガニック給食フォーラム in常陸大宮」報告…資料 5-2 

フォーラム「第２回全国オーガニック給食フォーラム in常陸大宮」 

日時：令和 6年 11月 8日（金曜日）午後 1時から午後 5時 30分 

場所：常陸大宮市文化センター（常陸大宮市中富町 3135-6） 

内容： 

基調講演 

堤 未果氏「いのちの給食が世界を変える～私たち大人が手渡せるもの」 

鈴木 宣弘氏「給食が拓く子どもたちの未来～行政、協同組合の役割」 

オーガニック給食を実現した JAからの報告 

JA東とくしま、JA常陸 

常陸大宮市の事例発表 

常陸大宮市のオーガニック給食の取り組み発表 

パネルディスカッション 

テーマ：子どもたちを守り、地方を輝かせる環境時代の給食とは ～各地で活

躍する女性たちにきく～ 

ファシリテーター：島村 菜津氏（ノンフィクション作家） 

パネリスト： 

勝野 美江氏（農林水産省大臣官房審議官兼経営局） 

野々山 理恵子氏（オーガニック給食マップ事務局／前パルシステム生活協

同組合連合会副理事長） 

横田 祥氏（有限会社横田農場） 

米山 立子氏（白山環境給食まちづくり協議会代表） 

https://www.pref.gunma.jp/site/gikai/657064.html
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群馬県議会・環境農林常任委員会の県外調査報告 

https://www.pref.gunma.jp/site/gikai/657064.html 

 

環境農林常任委員会が県外調査を実施しました（令和 6年 7月 23 日～25 日） 

1 調査目的 

 閉会中の委員会活動として下記事項について県外調査を実施し、今後の本県

施策の進展に役立てます。 

環境対策について 

林業振興対策について 

食料・農業・農村振興対策について 

2 調査期日 

令和 6年 7月 23 日（火曜日）～25 日（木曜日） 

3 調査項目 

（1）株式会社ヤマップ（福岡県福岡市）【抜粋】 

 独自のアプリを活用し、森林保全や登山道整備を行っている先進事例とし

て、本県の林業振興の参考とするため調査を行いました。 

（2）株式会社三生（佐賀県鳥栖市）【抜粋】 

 本県の重要課題である有害鳥獣対策の先進事例として、本県の林業振興・

農業振興の参考とするための調査を行いました。 

（3）田中鉄工株式会社（佐賀県基山町）【抜粋】 

 カーボンニュートラル＆循環型社会（ローカルＳＤＧｓ）実現の先進事例

として、本県の環境対策の参考とするための調査を行いました。 

（4）農業法人株式会社菌ちゃんふぁーむ（長崎県佐世保市）【全文】 

 農業法人株式会社菌ちゃんふぁーむでは、発酵菌を使って土壌を豊かにす

ることで農薬を使わない野菜づくりを実践しています。 

 土壌中の微生物の働きに注目し、生ゴミや雑草を微生物の力で発酵させ、

土づくりをすることで、野菜自体の抗酸化力（抵抗力）が高まり、病害虫が

付きにくい元気野菜（菌ちゃん野菜）を育てています。 

 代表の吉田俊道氏は、元長崎県の農業改良普及員であり、平成８年に長崎

県庁を退職し有機農家として新規参入し、現在では毎年全国各地で多数の講

演を行い、持続可能で、土壌も野菜も人も元気になる農業を目指しています。 

 ついては、環境負荷低減・資源循環型農業の先進事例として、本県の農業

振興の参考とするための調査を行いました。 

4 出席委員 

委員長：牛木 義、副委員長：追川 徳信 

委員：久保田 順一郎、委員：狩野 浩志、委員：あべ ともよ、委員：金井 

康夫、委員：宮崎 岳志、委員：水野 喜徳 

https://www.pref.gunma.jp/site/gikai/657064.html
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Ａ
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／
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＆
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０
２
２
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催
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０
０
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２
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取
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鈴木宣弘 氏・堤未果 氏
オーガニック給食を実現した JA からの報告˒
全国各地の市町村長・JA 組合長が勢揃い˒
各地の市民団体、生協、JA、有機農業者グループ等が
運営委員として参加

˒

市町村の実務者向け研修会、JA 意見交換会˒
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˒ JA 常陸組合長プレゼンツ 有機米のおにぎりと

有機野菜の漬物

オーガニック給食

主催：常陸大宮市オーガニック給食フォーラム実行委員会
協力：全国オーガニック給食協議会、オーガニック給食マップ、NPO 法人メダカのがっこう
後援： JA 茨城県中央会

基調講演

શࠃ
ΦʔΨχοΫڅ৯
ϑΥʔϥϜ
શࠃ
ΦʔΨχοΫڅ৯
ϑΥʔϥϜ

【お問合せ】常陸大宮市オーガニック給食フォーラム実行委員会（常陸大宮市産業観光部農林振興課内）
電話：0295-55-8072　メール：OrganicSchoolLunchForum.JAPAN@gmail.com

現地研修会
有機野菜栽培圃場・有機農産物フェア見学

2�2� 年 11 月 9 日（土）9：3� ô12：��

JA常陸アάリαϙートะ（ג）
΄

場 他 【参加費】 1,000 円  【定員】 60 名

▶︎個人の方はこちら
https://forms.gle/LWmPhG3g6m8AQW176

▶︎団体の方はこちら
https://forms.gle/PAn4taKWmdGmKHkj9

協賛広告のお願い

１口１万円で複数口
（締切：9 月 30 日）

https://forms.gle/7nBRbZzJGy4jLC7u8

宿泊手配希望の場合は 9 月 30 日（月）まで（お早めに）

締切：11 月 1 日（金）

お申込み

ཌ日は

〜 JA東とくしま、JA常陸〜

「子どもたちを守り、地方を輝かせる環境時代の給食とは」
〜各地で活躍する女性たちにきく〜

受付開始11:00

13:00 開会

15:00 頃

17:30 閉会

プログラム

堤未果 氏
「いのちの給食が世界を変える  
〜私たち大人が手渡せるもの」
鈴木宣弘 氏

「給食が拓く子どもたちの未来
〜行政、協同組合の役割」

常陸大宮市長  ླ໦定޾

ʲࢀ加අ  r�
��� ԁɹ̡ 定һ  r�� ໊

11月�日（ۚ）1�：3�ô21：��
ˏ੩ώϧζΧントリークラϒ

会場からंで15分（όスख഑予定）

常陸大宮市産の有機農産物を
;んだんに使ったお料理ありますʂ

ަྲྀ会にもͥͻʂ

野々山理恵子 氏

ファシリテーター：

勝野美江 氏
（農林水産省大臣官房審議官兼経営局）

野々山理恵子 氏
（オーガニック給食マップ事務局／

　　前パルシステム生活協同組合連合会副理事長）

横田祥 氏（有限会社横田農場）

米山立子 氏（白山環境給食まちづくり協議会代表）

ԣా঵ 氏

উ野美ߐ 氏

©︎Miyuki.Yamada
ౡ村菜௡ 氏

ถ山ཱ子 氏

パネリスト：

ୈ����ճ2

賛同者、賛同団体大募集！

ަྲྀ会

˗ԋߨ調ج

島村菜津 氏（ノンフィクション作家）

パネϧσΟスΧッシϣン˗

オーガニック給食を実現した JA からの報ࠂ˗

ླ໦એ߂　東京大学大学院農学
生命科学研究科特任教授。専門
は農業経済学。農林水産省、九
州大学大学院教授を経て2006
年より現職。著書に『農業消滅』

（平凡社）などがある。

అະՌ　国際ジャーナリスト。
国連等を経て現職。「貧困大国
アメリカ」「ルポ 食が壊れる」

「国民の違和感は９割正しい」
等 著 書 多 数。[ 月 刊 ア ン ダ ー
ワールド ] 配信中。

常陸大宮市จ化ηンター ϩθϗーϧ
会場・オンライン 1,000 円　　　

定һ1
2�� ໊

水戸駅 11:15 発 → 常陸大宮駅 11:49 着
水戸駅 12:15 発 → 常陸大宮駅 12:49 着

サテライト会場設置 5,000 円　　　
自治体実務者向け研修会、JA 向け意見交換会あり（要事前申込）

【参加費】

アクセス：JR 水郡線常陸大宮駅（水戸駅から 35 分）下車徒歩 5 分
　　　　　常磐自動車道 那珂インターより20 分

子連れスペースあります！

＊アーカイブ配信あり

2�2� 年11月 � 日（ۚ）

子
ど
も
た
ち
に
最
高
の
給
食
を
届
け
た
い
！

市
を
挙
げ
て

1
0
0
％
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
を
目
指
し
て

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
是
非
常
陸
大
宮
市
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

有
機
農
業
し
か
な
い
と
い
う
私
の
信
念
と

市
長
の
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
へ
の
思
い
と
が
響
き
合
っ
て

有
機
農
業
に
挑
戦
し
て
い
ま
す
。

常
陸
大
宮
の
熱
い
振
動
の
中
で
、
何
が
で
き
る
か

一
緒
に
考
え
ま
せ
ん
か
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
環
境
破
壊
か
ら

日
本
の
農
業
と
子
ど
も
た
ち
の
未
来
を
守
る
た
め
に
は

JA 常陸組߹長   ळ山๛

常陸大宮常陸大宮inin

全
国
で
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
を
実
現
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
！

13：�� ô1�：3�

会場で
パネル展示
物販あり

常陸大宮市の事例ൃද˗

お申込み URL はこちら▼
https://reg18.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=pdkc-maqaqe-b70ac4894fcb9a75dd5c452367c74c6c

も
っ
と
広
が
れ
！  

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食

C
O

N
TE

N
T
S

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

実
行
委
員
長
挨
拶

鈴
木
定
幸

２

Ｊ
Ａ
常
陸
×
常
陸
大
宮
市

６����

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
の
意
義

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
と
認
証

子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
立
ち
上
が
っ
た

カ
ッ
コ
い
い
Ｊ
Ａ
の
ト
ッ
プ
た
ち

映
画
・
本
紹
介

��������

資
料
編

フ
ォ
ー
ラ
ム
編

副
実
行
委
員
長
挨
拶

秋
山
豊

３５

第
�
回
全
国
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク

給
食
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
託
す
思
い

中
村
陽
子

鈴
木
宣
弘

８

特
別
寄
稿「

給
食
が
拓
く
子
ど
も
た
ち
の
未
来

〜
行
政
、
協
同
組
合
の
役
割
」

堤
未
果

「
い
の
ち
の
給
食
が
世
界
を
変
え
る

〜
私
た
ち
大
人
が
手
渡
せ
る
も
の
」

９

カ
モ
ス
フ
ィ
ー
ル
ド
／
栄
養
士

��

東
と
く
し
ま
／
た
じ
ま
／
や
さ
と
／
佐
渡
／
ぎ
ふ

��

全
国
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食

　
　
　
　
　
　
協
議
会
に
つ
い
て

����

実
施
・
実
施
予
定
市
町
村

��

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
マ
ッ
プ

��

自
治
体
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

����

課
題
と
解
決
の
ヒ
ン
ト

����

各
地
の
話
題

南
阿
蘇
村
／
綾
町
／

世
田
谷
区
／
名
古
屋
市
／
東
京
都
学
校
給
食
会

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
応
援
メ
ッ
セ
ー
ジ

��

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
を
全
国
に
実
現
す
る

議
員
連
盟
・
活
動
報
告
書

マ
ッ
プ

①
地
球
温
暖
化
対
策
が
で
き
る

②
生
き
も
の
が
元
気
に
な
る

③
子
ど
も
た
ち
が
元
気
に
な
る

④
よ
り
安
全
な
給
食
を
子
ど
も
た
ち
に
提
供
で
き
る

nouji
22
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農
林
水
産
省
で
は
、
我
が
国
の
持
続
可
能

な
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
の
構
築
に
向
け
て
、

２
０
２
１
年
５
月
に
「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス

テ
ム
戦
略
」
を
策
定
し
ま
し
た
。
同
戦
略
で

は
、
２
０
５
０
年
に
目
指
す
べ
き
目
標
と

し
て
、
有
機
農
業
の
取
組
面
積
に
つ
い
て
、

耕
地
面
積
の
��
％
に
当
た
る
１
０
０
万
ｈ

ａ
ま
で
拡
大
す
る
こ
と
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

２
０
２
１
年
度
補
正
予
算
か
ら
は
「
み
ど
り

の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
推
進
交
付
金
」
を
創

設
し
、
有
機
農
業
の
取
組
拡
大
に
向
け
た
支

援
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
直

近
（
２
０
２
２
年
度
末
）
の
我
が
国
の
有
機

農
業
の
取
組
面
積
は
、３
万
３
０
０
ｈ
ａ（
＋

約
３
７
０
０
ｈ
ａ
）
と
な
り
、
前
年
度
の
伸

び
幅
（
＋
約
１
４
０
０
ｈ
ａ
）
と
比
べ
て
、

倍
以
上
に
拡
大
し
ま
し
た
。
同
戦
略
で
は
、

２
０
３
０
年
６
万
３
０
０
０
ｈ
ａ
の
目
標
も

掲
げ
て
お
り
、
同
目
標
の
達
成
に
向
け
て
順

調
に
増
加
し
て
い
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
有
機
農
業
の
取
組
拡
大
に

向
け
、
①
生
産
か
ら
消
費
ま
で
一
貫
し
た
取

組
を
地
域
ぐ
る
み
で
進
め
る
「
オ
ー
ガ
ニ
ッ

ク
ビ
レ
ッ
ジ
」
へ
の
支
援
、
②
環
境
保
全
型

農
業
直
接
支
払
交
付
金
や
転
換
直
後
の
農
業

者
を
対
象
と
し
た
有
機
転
換
推
進
事
業
に
よ

る
、
有
機
農
業
に
取
り
組
む
場
合
の
掛
か
り

増
し
経
費
の
支
援
、
③
有
機
農
業
に
取
り
組

む
方
へ
の
技
術
指
導
等
を
行
う
有
機
農
業
指

導
員
の
育
成
・
確
保
や
有
機
Ｊ
Ａ
Ｓ
に
関
す

る
講
習
受
講
等
へ
の
支
援
、
④
有
機
加
工
食

品
原
料
の
国
産
化
及
び
国
産
有
機
農
産
物
の

需
要
拡
大
に
向
け
た
取
組
に
対
す
る
支
援
を

行
っ
て
い
ま
す
。

来
年
度
概
算
予
算
で
は
、
新
た
に
、
産
地

と
消
費
地
が
連
携
し
た
消
費
拡
大
の
取
組

や
、
広
域
指
導
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り
の

取
組
の
支
援
、
環
境
保
全
型
農
業
直
接
支
払

交
付
金
に
お
け
る
有
機
農
業
へ
の
移
行
期
の

重
点
支
援
、
有
機
加
工
食
品
原
料
を
新
規
に

取
り
扱
う
事
業
者
に
対
す
る
有
機
Ｊ
Ａ
Ｓ
認

証
取
得
や
、
生
産
者
と
事
業
者
等
と
の
マ
ッ

チ
ン
グ
に
対
す
る
支
援
も
要
求
し
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。
特
に「
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ

ジ
」
に
つ
い
て
は
、
学
校
給
食
で
の
利
用
促

進
の
た
め
の
試
行
的
な
取
組
に
要
す
る
経
費

等
を
支
援
の
対
象
と
し
て
お
り
、
２
０
２
４

年
８
月
時
点
で「
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
」

に
取
り
組
ん
で
い
る
１
２
９
市
町
村
の
う

ち
、
１
１
７
の
市
町
村
で
、
学
校
給
食
へ
の

有
機
農
産
物
の
導
入
が
行
わ
れ
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。「
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
」
に

つ
い
て
、
２
０
２
５
年
目
標
の
１
０
０
市
町

村
の
創
出
は
前
倒
し
で
達
成
し
ま
し
た
が
、

今
後
、
２
０
３
０
年
ま
で
に
２
０
０
市
町
村

の
「
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
」
を
創
出
す

る
こ
と
を
目
標
と
し
て
お
り
、
さ
ら
な
る
取

組
の
拡
大
が
期
待
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

ま
た
、農
林
水
産
省
で
は
、今
年
度
か
ら
、

��
月
８
日
の「
有
機
農
業
の
日（
オ
ー
ガ
ニ
ッ

ク
デ
イ
）」
に
合
わ
せ
て
情
報
発
信
特
化
期

間
（
２
０
２
４
年
��
月
��
日
〜
��
月
��
日
）

を
設
け
、
ご
賛
同
い
た
だ
い
た
自
治
体
や
事

業
者
の
皆
様
と
連
携
し
て
、
有
機
農
業
及
び

有
機
食
品
に
対
す
る
消
費
者
の
理
解
醸
成
に

向
け
た
取
組
を
行
う
予
定
で
す
。
例
え
ば
、

特
化
期
間
中
に
学
校
給
食
に
有
機
農
産
物
を

取
り
入
れ
る
自
治
体
の
給
食
の
様
子
や
、
小

売
店
舗
に
お
け
る
有
機
農
産
物
の
販
売
促
進

の
取
組
な
ど
を
農
水
省
の
特
設
Ｈ
Ｐ
で
紹
介

し
ま
す
。
引
き
続
き
、農
林
水
産
省
と
し
て
、

各
地
域
に
お
け
る
有
機
農
産
物
の
生
産
や
活

用
促
進
を
応
援
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
関

係
者
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
ご
理
解

と
ご
支
援
を
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い

た
し
ま
す
。

学ߍ給食౳におけΔ有機農産物の活༻ଅਐ΍
ʮ有機農業の日ʯの৘ใ発信に͍ͭͯ 

〜オーガニックϏϨッδ 129 自治体の͏ち 117 ͕有機農産物Λ給食にಋೖ〜

Ｑ

有
機
農
産
物
を
活
用
し
た
学
校
給
食
の

充
実
や
食
育
の
推
進
に
つ
い
て
、
教
え
て
く

だ
さ
い
。

Ａ

学
校
給
食
は
、
栄
養
の
バ
ラ
ン
ス
の
取

れ
た
食
事
の
提
供
に
よ
り
、
子
供
た
ち
の
健

康
の
保
持
増
進
を
図
る
と
と
も
に
、
食
に
関

す
る
指
導
を
効
果
的
に
進
め
る
た
め
の
生
き

た
教
材
と
し
て
、
大
き
な
教
育
的
意
義
を
有

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
子
供
た
ち
に
対
し
、
学
校
給
食
の

時
間
を
中
心
と
し
て
食
育
を
推
進
す
る
こ
と

は
非
常
に
重
要
で
あ
り
、
文
部
科
学
省
と
し

て
も
、
学
校
給
食
に
お
い
て
地
場
産
物
・
有

機
農
産
物
を
活
用
す
る
こ
と
は
、
地
域
の
食

文
化
・
産
業
へ
の
理
解
や
生
産
者
へ
の
感
謝

の
気
持
ち
を
育
む
な
ど
、
子
供
た
ち
の
食
に

関
す
る
理
解
を
深
め
る
た
め
に
有
効
で
あ
る

と
考
え
て
い
ま
す
。
農
林
水
産
省
の
調
査
に

よ
る
と
、
学
校
給
食
の
食
材
と
し
て
有
機
農

産
物
を
活
用
す
る
市
町
村
数
は
、
令
和
４
年

度
に
は
１
９
３
市
町
村
と
な
る
な
ど
、
増
加

傾
向
に
あ
り
ま
す
。

学
校
給
食
の
食
材
の
選
定
に
つ
い
て
は
、

栄
養
教
諭
、
保
護
者
な
ど
関
係
者
の
意
見
、

各
地
域
の
実
情
等
を
踏
ま
え
、
学
校
給
食
の

実
施
者
で
あ
る
市
町
村
に
御
判
断
い
た
だ
い

て
い
ま
す
が
、
こ
う
し
た
市
町
村
の
状
況
や

教
育
的
意
義
を
踏
ま
え
、
文
部
科
学
省
で

は
、
今
後
と
も
農
林
水
産
省
な
ど
の
関
係
機

関
と
連
携
し
、
学
校
給
食
へ
の
有
機
農
産
物

の
活
用
促
進
や
、
そ
れ
ら
を
通
じ
た
食
育
の

推
進
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

Ｑ

令
和
７
年
度
概
算
要
求
事
業
に
つ
い
て

教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ

本
年
５
月
の
食
料
・
農
業
農
村
基
本
法

の
改
正
を
背
景
に
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
向
け
、
学
校
給
食
へ
の
有
機
農
産

物
等
の
活
用
や
、
そ
れ
を
通
じ
た
環
境
負
荷

低
減
に
係
る
理
解
を
促
す
食
育
の
実
施
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
文
部
科
学

省
で
は
、令
和
７
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
、

学
校
給
食
に
お
け
る
有
機
農
産
物
等
の
総
合

的
な
使
用
促
進
・
有
機
農
産
物
等
の
使
用
を

通
じ
た
環
境
負
荷
低
減
や
食
料
安
全
保
障
の

観
点
を
含
め
た
児
童
生
徒
の
食
育
推
進
を
目

的
と
し
た
、
先
進
事
例
創
出
の
た
め
の
調
査

研
究
事
業
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

本
事
業
で
は
、
学
校
給
食
に
お
い
て
有
機

農
産
物
等
を
継
続
的
に
活
用
す
る
こ
と
で
、

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
食
文
化
・
産
業
へ
の
理

解
増
進
や
生
産
者
へ
の
感
謝
の
気
持
ち
の
醸

成
、
持
続
可
能
性
の
高
い
農
業
に
係
る
理

解
の
促
進
等
に
つ
い
て
研
究
す
る
ほ
か
、
有

機
農
産
物
等
を
安
定
的
に
給
食
に
取
り
入

れ
る
仕
組
み
づ
く
り
の
た
め
の
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
等
の
配
置
や
調
理
器
具
の
購
入
の

工
夫
、
食
育
を
目
的
と
し
た
定
期
的
な
メ

ニ
ュ
ー
化
の
促
進
、
有
機
農
産
物
等
の
供
給

量
確
保
の
た
め
の
関
係
機
関
と
の
連
携
方
策

等
を
委
託
先
の
市
町
村
に
お
い
て
、
研
究
し

て
い
た
だ
く
予
定
で
す
。

本
事
業
を
通
じ
、
有
機
農
産
物
の
使
用
促

進
と
食
育
の
充
実
に
引
き
続
き
取
り
組
ん
で

ま
い
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
関
係
者
の
皆

様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

1

学校

学校給⾷への有機農産物等使⽤促進による
⾷の指導充実に関する調査研究

・ 学校給⾷における有機農産物等の活⽤は、児童⽣徒に安⼼・安全な⾷材を提供するために有効であるとともに、⾷育の観点からも教育的意義を有する。
・ ⾷料・農業・農村基本法が改正され、みどりの⾷料システムの確⽴に向け、学校給⾷への有機農産物の活⽤やそれを通じた環境負荷低減に係る理解を促す⾷育の実施が求め

られており、学校給⾷に有機農産物を活⽤する際の課題解決への⽀援が必要。また、オーガニックビレッジ等との連携を促し、⽣産から消費までの⼀貫したモデルの創出が必要。

・ 域内で必要な量の確保が難しく、定期的に⽣産者へ⽣産状況を確認したり、関係者間で協議を⾏う必要がある。また、⼀般的に流通している⾷材に⽐べるとコスト⾯でも課題がある。
・ サイズが不揃いであったり変形しているなどで学校給⾷⽤の納⼊規格に合わない。学校給⾷で使⽤するためには、⽣産者に加⼯済みの⾷材を納⼊してもらうか、調理場において

加⼯⽤の調理器具を使⽤する必要がある。

背景

課題

（担当︓初等中等教育局健康教育・⾷育課）

令和7年度要求・要望額 90百万円
（新規）

諸謝⾦、⼈件費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料
及び損料、会議費、雑役務費、備品費 等

対象経費地⽅公共団体等交付先11箇所×８百万円/箇所件数・単価

アウトプット（活動⽬標） 短期アウトカム（成果⽬標） ⻑期アウトカム（成果⽬標）
・受託先における学校給⾷における有機農産物等の使⽤率
の前年⽐増
・学校給⾷の時間と連動した教科等における有機農産物等
を題材とした指導回数の前年度⽐増

・学校給⾷における有機農産物等の全国における使⽤率の上昇
・地域の⾷⽂化、⾷に係る産業や⾃然環境の恵沢、環境負荷低減
等に係る児童⽣徒の理解促進

・学校給⾷における有機農産物等の安定的な⽣産・供給体制
構築による有機農産物等を使⽤する⾃治体数の増
・ 学校給⾷の時間と連動した教科等における有機農産物等を
題材とした指導回数の全国における回数増

事業概要
学校給⾷における有機農産物等の総合的な使⽤促進・有機農産物等の使⽤を通じた環境負荷低減や⾷料安全保障の観点を含めた児童⽣徒の⾷育推進を⽬的
とし、先進事例創出のための調査研究を⾏う。

食の指導に係る
支援・助言等

調整

＜事業内容＞
〇有機農産物等の継続的な活⽤による⾷育の推進
・継続的に有機農産物等を題材に上げ、⾷⽂化・産業への理解促進、⽣産者への感謝の気持ちの醸成などに係る
⽅策と効果を研究
・継続的に有機農産物等を題材に上げ、持続可能性の⾼い農業に係る理解を促進することなどに係る⽅策と効果
を研究
・効果的な農業体験の導⼊等による環境負荷低減に係る理解を促す⽅策と効果を研究

〇有機農産物等の安定的な供給による使⽤促進
・市町村内での仕組みづくりを担うコーディネーター等の⼈材配置や、安定的な供給の促進に資する契約による有機
農産物の導⼊への効果を研究
・調理器具の購⼊や⼈材配置の⼯夫、そのままでは活⽤が難しい⾷材を⽣産者側で加⼯して納品してもらうこと等
による有機農産物等の加⼯効率化の効果を研究
・有機農産物等を活⽤した新しいメニューの開発、⾷育を⽬的とした定期的なメニュー化の促進等による有機農産
物等の活⽤増加への効果を研究
・有機農産物等の供給量確保のための関係機関との連携⽅策の実施とその効果を研究

調整

＜事業のイメージ図＞

⽣産者・流通
業者等

安定的な有機農
産物等の供給

・有機農産物等を使用
した学校給食の提供

・有機農産物等を題材
とした食育の実施 等

・調理しやすいよう加工

・有機農産物等の紹介
や授業へ協力 等

・学校給⾷での有機農産物等の継続提供による活⽤促進
・有機農産物の使⽤を通じた児童⽣徒の⾷育の指導モデル創出

教育委員会
・コーディネーター配置
・有識者会議設置

有識者
協力

コーディネーター

関係機関
（農業関係部局等）

協力

オーガニック給食Λ௨ͨ͡食ҭのਪਐΛࢧԉ

オ ー ガ ニ ッ ク デ イ

１２月８日は「有機農業の日」

有機農業ƝƤbँॺᅆፍƹँॺ農ዄ
をମ໋ౚǄƏbईႷƟ଺りৄ੩にვፄ
ƌたఃთሑሓでƎc

ဘ඙ৄ੩ƹภᆾƣ໣ዻตƟƞb
農業ภ໺૩を೙ǀƈƝにƙƟƁりƳƎc

ॉƊǈƣිઝƟƝƈǂにƷbオーガニック
Ɵ�ȍǹ��Ǟǳ�ƁŷƪǁƛŹƳƎc

�有機農業ƣ႘�オーガニックǲǏ��を
ƂƘƀƆにb新ƌŹ໲ଫをƌƛƴƳƐǈƀi

2006Ⴉ12ଈ8႘に有機農業推進ሓ
Ɓถጵƌƛƀƾ10೮Ⴉを਋Ⴊƌb
2016Ⴉにb12ଈ8႘Ɓ਋Ⴊ႘
�有機農業ƣ႘�Ɲƌƛ
ฑ࿊ƊǁƳƌたc

「有機農業の日」
って知ってる？

”やさしい”農業
有機農業って

〇有機農業の面積拡大に向けて、地域ぐるみで有機農業の生産から消費まで一貫して取り組む『オーガニックビレッジ』を2025年までに
100市町村、2030年までに200市町村創出することを目標に、全国各地での産地づくりを推進。

〇令和３年度補正予算からみどりの食料システム戦略推進総合対策により支援を開始し、現時点で4５道府県１２9市町村で取組開始。

【実施市町村】

有機農業産地づくり推進事業 ～オーガニックビレッジ実施地区～

都道府県 市町村

三重県 ③（尾鷲市、名張市、伊賀市）

滋賀県 ③（甲賀市、近江八幡市、日野町）

京都府 ②（亀岡市、京丹後市）

大阪府 ②（堺市、泉大津市）

兵庫県 ⑨（豊岡市、丹波篠山市、養父市、丹波市、
  淡路市、神戸市、朝来市、加東市、上郡町）

奈良県 ③（宇陀市、天理市、山添村）

和歌山県①（かつらぎ町）

鳥取県 ①（日南町）

島根県 ⑤（浜田市、大田市、邑南町、吉賀町、江津市）

岡山県 ①（和気町）

広島県 ①（神石高原町）

山口県 ①（長門市）

徳島県 ②（小松島市、海陽町）

香川県 ①（三豊市）

愛媛県 ①（今治市）

高知県 ①（馬路村）

福岡県 ①（うきは市）

佐賀県 ②（上峰町・みやき町）

長崎県 ②（南島原市、雲仙市）

熊本県 ③（南阿蘇村、山都町、菊池市）

大分県 ③（佐伯市、臼杵市、豊後高田市）

宮崎県 ⑤（綾町、高鍋町・木城町、えびの市、宮崎市）

鹿児島県⑤（南さつま市、湧水町、南種子町、徳之島町、
姶良市）

※R6新規は下線

令和５年度９３市町村

令和６年度１２９市町村

新たに３６市町村で
取組を開始

【R6.8.30時点】

■ １ 市町村
■ ２ 市町村
■ ３ 市町村
■ ４ 市町村
■ 5 市町村～

都道府県 市町村

北海道 ②（安平町、旭川市）

青森県 ②（黒石市、五戸町）

岩手県 ②（花巻市、一関市）

宮城県 ④（登米市、栗原市、大崎市、加美町）

秋田県 ①（大潟村）

山形県 ⑦（米沢市、鶴岡市、新庄市、川西町、
山形市、酒田市、高畠町）

福島県 ②（二本松市、喜多方市）

茨城県 ④（常陸大宮市、石岡市、笠間市、
かすみがうら市）

栃木県 ④（小山市、市貝町、塩谷町、栃木市）

群馬県 ③（甘楽町、高山村、みなかみ町）

埼玉県 ②（小川町、所沢市）

千葉県 ⑥（木更津市、佐倉市、神崎町、成田市、
いすみ市、多古町）

神奈川県②（相模原市、小田原市）

山梨県 ①（北杜市）

長野県
⑥（辰野町、松川町、飯田市、飯綱町、伊那市、

佐久市）

静岡県
⑥（掛川市、藤枝市、川根本町、静岡市、

富士宮市、伊豆の国市）

新潟県 ④（佐渡市、新発田市、五泉市、阿賀野市）

富山県 ②（南砺市、富山市）

石川県 ②（珠洲市、羽咋市）

福井県 ①（越前市）

岐阜県 ②（白川町、飛騨市）

愛知県 ⑥（東郷町、南知多町、岡崎市、大府市、
美浜町、武豊町） ※公表の許可があった市町村のみ掲載

宮城県

■ １ 市町村
■ ２ 市町村
■ ３ 市町村
■ ４ 市町村
■ 5 市町村～

宮城県 ④（登米市

秋田県 ①（大潟村）

山形県 ⑦（米沢市、鶴岡市、新庄市、川西町、
山形市、酒田市

福島県 ②（二本松市、喜多方市）

茨城県 ④（常陸大宮市
かすみがうら市

栃木県 ④（小山市

群馬県 ③（甘楽町、高山村、

埼玉県 ②（小川町、

千葉県 ⑥（木更津市
いすみ市

神奈川県②（相模原市、小田原市）

山梨県 ①（北杜市）

長野県
⑥（辰野町、松川町、飯田市

佐久市

静岡県
⑥（掛川市、藤枝市、川根本町

富士宮市

宮城県

秋田県

山形県

˔দຊݡӳ
農林水産省農産ہ
農業ڥ؀ରࡦ՝௕

௚थޱؔ˔
จ෦科学省ॳ等
中等教ҭ߁݈ہ
教ҭɾ食ҭ՝՝
௕ิࠤ

行੓ࢧԉ
農林水産省
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８
有
機
農
業
の
日
は

有
機
給
食
を
！

行੓ࢧԉ
จ部Պ学省
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重要
情報・課題の共有

A⼩売業者 C⼩売業者B⼩売業者

卸売市場

⾒積りにより決定

栄養教諭

給⾷センター

個⼈農家アグリサポートカモスフィールド

JA常陸

栄養教諭
給⾷センター

・⾒積依頼・回答
・⽣産情報の共有

発注

調整役

⼩売業者
納品

農林振興課

⽣産状況の確認、数量調整

連絡調整天候等により収穫
できなかった場合

アアググリリササポ ト

慣⾏・有機野菜購⼊フロー

慣⾏野菜 有機野菜

自
分
は
微
生
物
の
お
世
話
役

作
物
は
微
生
物
が
生
み
出
し
た
栄

養
分
で
育
ち
ま
す
。
微
生
物
の
菌
根

菌
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
ち
ゃ
ん
と
繋

が
っ
て
い
る
と
、
野
菜
は
ち
ゃ
ん
と

育
ち
ま
す
。
野
菜
を
育
て
る
の
は
微

生
物
で
、
自
分
は
微
生
物
の
お
世
話

係
で
す
。
僕
は
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ

ア
を
辞
め
て
農
業
を
始
め
た
の
で
す

が
、
な
る
べ
く
手
間
を
か
け
ず
、
虫

を
殺
さ
ず
草
取
り
も
し
な
く
て
済
む

自
然
農
法
を
し
た
い
と
思
っ
て
い
ま

し
た
。
や
っ
て
み
る
と
、
野
菜
も
め

ち
ゃ
め
ち
ゃ
美
味
し
く
な
っ
て
、
そ

し
て
そ
の
結
果
虫
は
来
な
く
な
り
ま

し
た
。

Ｊ
Ａ
を
通
じ
て
野
菜
を
学
校
給
食
へ

学
校
給
食
に
、
小
松
菜
や
ほ
う
れ

ん
草
を
納
入
し
て
い
ま
す
。
全
て
有

機
Ｊ
Ａ
Ｓ
で
す
。
他
に
も
ス
ー
パ
ー

な
ど
に
販
売
し
て
い
ま
す
が
、
給
食

の
割
合
は
全
体
の
0.5
％
程
度
で
す
。

あ
と
５
倍
の
量
は
販
売
で
き
ま
す
。

近
く
に
あ
る
Ｊ
Ａ
の
集
出
荷
場
ま
で

持
っ
て
い
く
と
、
あ
と
は
給

食
セ
ン
タ
ー
ま
で
Ｊ
Ａ
が
配

送
し
て
く
れ
ま
す
。
自
分
で

給
食
セ
ン
タ
ー
ま
で
持
っ
て

い
く
と
、
検
品
な
ど
で
30
分

く
ら
い
待
た
さ
れ
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
が
、
そ
れ
が
な
く

て
助
か
っ
て
い
ま
す
。
Ｊ
Ａ

を
通
じ
て
新
た
な
お
客
さ
ん
も
見
つ

か
る
の
で
、
と
て
も
お
世
話
に
な
っ

て
い
ま
す
。

野
菜
の
規
格
に
つ
い
て
は
、
常
陸

大
宮
市
は
割
と
緩
く
受
け
入
れ
て
く

れ
て
と
て
も
あ
り
が
た
い
で
す
。
価

格
に
つ
い
て
は
言
い
値
で
買
っ
て
も

ら
え
て
い
ま
す
。
大
体
慣
行
栽
培
の

1.3
倍
く
ら
い
で
す
。

世
の
中
を
変
え
る
た
め
に
は
、
な

る
べ
く
安
い
価
格
帯
で
有
機
野
菜
を

出
す
こ
と
が
大
事
だ
と
思
っ
て
い
ま

す
。
な
の
で
、
単
一
品
目
に
絞
っ
て

栽
培
し
て
い
ま
す
。

最
初
の
２
年
は
厳
し
か
っ
た
で
す

が
、
３
年
目
で
や
っ
と
稼
げ
る
よ
う

に
な
っ
て
、
真
似
し
て
も
ら
え
る
ス

テ
ー
ジ
に
き
た
な
と
思
っ
て
い
ま

す
。
ハ
ウ
ス
は
61
棟
、社
員
は
７
人
、

パ
ー
ト
は
25
〜
30
人
。
只
今
３
人
の

子
育
て
中
で
す
。

新
し
い
人
が
、「
頑
張
っ
て
」
で

は
な
く
「
や
り
た
く
て
」
有
機
農
業

を
や
る
よ
う
に
な
っ
た
ら
い
い
な
と

思
っ
て
い
ま
す
。

日
本
の
農
業
に
革
命
を
起
こ
し
た
い
横
山
慎
一

慣
行
・
有
機
野
菜
購
入
フ
ロ
ー

常陸大宮市の給食Λ͑ࢧΔ

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
実
現
へ
の
道
の
り

常
陸
大
宮
市
は
、
元
々
有
機
農
業
が
盛

ん
だ
っ
た
地
域
で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し

た
。
そ
の
地
で
、
２
０
２
０
年
鈴
木
定
幸

市
長
が
誕
生
し
、
市
政
に
有
機
の
旗
が
掲

げ
ら
れ
、
２
０
２
１
年
に
有
機
農
業
推
進

計
画
が
策
定
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
を
受
け
、
Ｊ
Ａ
常
陸
の
秋
山
豊
組

合
長
は
、現
在
の
世
界
情
勢
を
鑑
み
れ
ば
、

有
機
農
業
は
日
本
の
農
民
が
生
き
る
道
で

あ
り
、
誰
か
が
挑
戦
し
て
国
民
を
挙
げ
た

運
動
に
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
、
と
市
へ

の
協
力
を
決
意
し
ま
す
。

で
は
、誰
が
有
機
農
産
物
を
作
る
の
か
。

秋
山
組
合
長
は
、
Ｊ
Ａ
常
陸
の
子
会
社
で

あ
る
（
株
）
Ｊ
Ａ
常
陸
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト

に
有
機
栽
培
に
取
り
組
む
よ
う
指
示
し
ま

し
た
が
、
最
初
は
で
き
な
い
と
猛
反
発
。

し
か
し
秋
山
組
合
長
が
粘
り
強
く
何
度
も

説
得
し
、
２
０
２
２
年
、
1.4
ｈ
ａ
の
畑
で

有
機
栽
培
が
始
ま
り
ま
し
た
。
畑
作
に
お

け
る
農
業
技
術
は
、
い
ば
ら
き
有
機
農
業

技
術
研
究
会
の
松
岡
尚
孝
氏
が
指
導
し
、

（
株
）
Ｊ
Ａ
常
陸
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト
の
鈴

木
康
成
所
長
も
猛
勉
強
し
て
、
１
年
目
に

じ
ゃ
が
い
も
と
カ
ボ
チ
ャ
な
ど
５
品
目
の

有
機
栽
培
が
成
功
し
ま
し
た
。
栽
培
さ
れ

た
有
機
野
菜
は
、
学
校
給
食
で
使
わ
れ
る

こ
と
と
な
り
、
つ
い
に
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給

食
の
一
歩
を
踏
み
出
し
ま
し
た
。

（
株
）
Ｊ
Ａ
常
陸
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト
の
他

に
も
、
茨
城
県
内
に
拠
点
を
置
く
（
株
）

レ
イ
ン
ボ
ー
フ
ュ
ー
チ
ャ
ー
と
（
株
）
カ

モ
ス
フ
ィ
ー
ル
ド
２
つ
の
有
機
農
業
法
人

が
市
内
に
参
入
し
、
有
機
野
菜
の
生
産
を

牽
引
し
始
め
ま
し
た
。

２
０
２
３
年
か
ら
は
、（
株
）
Ｊ
Ａ
常

陸
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト
と
個
人
農
家
で
あ
る

藤
田
正
美
氏
が
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
民
間
稲
作
研

究
所
か
ら
技
術
を
教
わ
り
、
3.9
ｈ
ａ
の
水

田
で
有
機
米
の
栽
培
が
始
ま
り
ま
し
た
。

そ
し
て
有
機
米
栽
培
１
年
目
に
し
て
約
13

ｔ
の
有
機
米
が
学
校
給
食
で
使
用
さ
れ
ま

し
た
。
こ
の
年
、
常
陸
大
宮
市
は
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
ビ
レ
ッ
ジ
を
宣
言
。
２
０
２
３
年

は
、
学
校
給
食
の
お
米
は
約
50
％
、
野
菜

は
20
％
、
市
内
産
の
有
機
の
も
の
が
使
わ

れ
て
お
り
、
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
が
進
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

農
地
の
集
約
化
（
有
機
農
業
を
促
進
す
る

た
め
の
栽
培
管
理
に
関
す
る
協
定
）

有
機
米
生
産
を
進
め
て
い
く
た
め
、
常

陸
大
宮
市
で
は
水
田
の
集
約
化
が
行
わ
れ

ま
し
た
。市
が
水
田
の
所
有
者
に
向
け
て
、

市
の
有
機
農
業
と
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
に

つ
い
て
説
明
会
を
行
い
、
有
機
米
を
栽
培

す
る
水
田
を
面
的
に
ま
と
め
て
い
き
ま
し

た
。
水
田
の
所
有
者
か
ら
は
「
子
ど
も
た

ち
の
給
食
の
た
め
な
ら
」
と
反
対
は
あ
り

ま
せ
ん
で
し
た
。

こ
れ
が
、
全
国
で
初
と
な
っ
た
「
有
機

農
業
を
促
進
す
る
た
め
の
栽
培
管
理
に
関

す
る
協
定
（
鷹
巣
地
区
特
定
区
域
協
定
）」

の
締
結
へ
と
発
展
し
、
地
区
内
の
有
機
農

家
と
慣
行
農
家
双
方
が
こ
の
地
で
共
に
生

き
て
い
く
姿
勢
を
示
し
ま
し
た
。

１
０
０
％
に
向
け
た
挑
戦
、
他
産
地
と
の

連
携
も

常
陸
大
宮
市
は
、
１
０
０
％
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
給
食
を
目
指
し
て
い
ま
す
が
、

お
米
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
７
年
に
は

１
０
０
％
達
成
で
き
る
見
込
み
と
な
っ
て

い
ま
す
。
野
菜
や
豆
腐
、
味
噌
や
醤
油
と

い
っ
た
調
味
料
に
つ
い
て
も
、
で
き
る
限

り
進
め
る
こ
と
が
目
標
と
な
っ
て
い
ま

す
。
た
だ
、
米
以
外
の
品
目
の
１
０
０
％

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
化
は
、
常
陸
大
宮
市
単
独

で
は
な
か
な
か
難
し
い
こ
と
で
す
。「
他

の
地
域
と
組
ん
で
産
地
リ
レ
ー
が
必
要
で

す
。
他
の
市
町
村
や
Ｊ
Ａ
と
も
連
携
し
な

が
ら
進
め
て
い
き
た
い
で
す
。」
と
市
の

農
林
振
興
課
課
長
補
佐
の
疋
田
徹
治
氏
は

話
し
ま
す
。
常
陸
大
宮
市
の
挑
戦
は
、
多

く
の
地
域
の
人
々
と
協
力
し
な
が
ら
、
ま

だ
ま
だ
続
き
ま
す
。

行੓と JA ͕タッάΛ組Μͩ！行੓と JA ͕タッάΛ組Μͩ！

だ
ま
だ
続
き
ま
す
。

���ˋオーガニック給食΁ͷ௅ઓ
行੓と JA ͕タッάΛ組Μͩ！ 茨

城
県
常
陸
大
宮
市
で
は
、
２
０
２
２
年
か
ら
有
機
栽
培
の
本
格
的
な
生
産
が
始
ま
っ
て
、
わ

ず
か
２
年
で
、
学
校
給
食
で
の
有
機
食
材
導
入
が
急
速
に
進
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
１
０
０
％

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
を
目
指
し
て
、市
役
所
と
Ｊ
Ａ
の
タ
ッ
グ
の
下
、関
係
者
が
一
致
団
結
し
、

地
道
に
汗
を
か
き
な
が
ら
、
と
に
か
く
前
向
き
に
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

˔඗ాప࣏

問
題
は
山
積
み
で
す
よ
。
で
も
「
失
敗
を
恐
れ
る
な
！

と
に
か
く
一
歩
踏
み
出
せ
！
」
と
市
長
が
背
中
を
押
し

て
く
れ
て
い
る
の
で
、
走
り
な
が
ら
考
え
て
い
ま
す
。

子Ͳ΋ͨちのͨめに、
オーガニック給食Λ！

有機農業、JA΋΍れ͹で͖Δ！
鈴木市長ळ山組合長

（ӫཆ教་）ࢯࢠܒ࢘܊、（ӫཆ教་）ࢯل୅ඒ༝۽、（ηンλー職һ）ࢯࢠΒӉཹ໺ඒ໊͔ࠨ

২ాࢯۏ（ӫཆ教་）

ඒ農৔௕ࡾカϞスϑΟールド（ג）
ԣࢁ৻Ұࢯ

カϞスフィールυ有機農家（ג）

未来ある子どもたちが、常陸大宮の安心・安全な食材を使った
給食を食べて、大きく羽ばたいてほしいと願う日々。学校生活
の中で、給食の時間がワクワクするような、魅力ある給食作り
を目指していきたいです。

常陸大宮市立山方小学校 栄養教諭　植田 琴

常陸大宮市の給食Λ͑ࢧΔ
ӫཆ࢜ͨち

nouji
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全
国
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
第

１
回
）
は
、
２
０
２
２
年
10
月
東
京
都
・
中
野

Ｚ
Ｅ
Ｒ
Ｏ
を
会
場
に
満
席
と
な
る
１
２
０
０
名

が
参
加
し
、
全
国
の
サ
テ
ラ
イ
ト
会
場
62
ヶ
所

４
０
０
０
人
を
結
ん
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
全

国
か
ら
市
町
村
長
が
40
名
参
加
し
、
農
水
省
や

文
科
省
も
出
席
、
Ｊ
Ａ
、
全
国
の
生
協
、
そ
し

て
市
民
グ
ル
ー
プ
も
こ
れ
に
参
加
し
ま
し
た
。

翌
23
年
６
月
、
６
市
町
村
、
４
Ｊ
Ａ
、
７
生

協
、
１
市
民
グ
ル
ー
プ
が
発
起
人
と
な
り
、
全

国
の
市
町
村
、
Ｊ
Ａ
、
生
協
、
市
民
グ
ル
ー

プ
、
有
志
者
で
構
成
さ
れ
る
全
国
オ
ー
ガ
ニ
ッ

ク
給
食
協
議
会
（
以
下
、
協
議
会
）（
代
表
理

事
：
太
田
洋
千
葉
県
い
す
み
市
長
）
が
発
足
。

２
０
２
４
年
10
月
末
現
在
、
会
員
総
数
は
全
国

で
、38
市
町
村
、72
団
体
、２
４
４
個
人
と
な
っ

て
い
ま
す
。

協
議
会
で
は
、
設
立
当
初
か
ら
様
々
な
事
業

を
展
開
し
て
い
ま
す
。

全
国
の
関
係
者
が
一
堂
に
会
す
る
「
全
国

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
の
開
催
候

補
地
の
選
定
や
打
診
、
開
催
内
容
や
開
催
方
法

へ
の
助
言
、
開
催
資
金
の
助
成
等
を
行
っ
て
い

ま
す
。

先
行
し
た
取
組
を
行
う
自
治
体
へ
の
視
察
研

修
を
企
画
し
、
各
地
で
の
展
開
に
向
け
た
貴
重

な
情
報
を
得
て
い
ま
す
。

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
推
進
の
実
質
的
な
プ

レ
ー
ヤ
ー
で
あ
る
自
治
体
職
員
を
対
象
と
し

た
、
情
報
共
有
や
人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

の
た
め
の
会
議
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

そ
の
他
、
年
１
回
開
催
さ
れ
る
通
常
総
会
で

は
、
通
例
の
議
決
事
項
に
加
え
、
先
進
自
治
体

取
組
報
告
や
、
魅
力
的
な
講
師
を
お
呼
び
し
た

講
演
会
を
取

り
入
れ
る
な

ど
、
会
員
の

学
び
を
高
め

て
い
ま
す
。

ま
た
、
協
議
会
は
、
国
や
国
会
議
員
の
諮
問

に
答
え
る
な
ど
、
国
レ
ベ
ル
で
の
施
策
立
案
に

も
貢
献
し
て
い
ま
す
。

協
議
会
が
行
う
活
動
は
、
会
員
の
皆
様
か
ら

い
た
だ
く
会
費
を
資
金
に
し
て
い
ま
す
。
す
で

に
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
を
進
め
て
い
る
地
域
や

こ
れ
か
ら
進
め
た
い
地
域
、
た
く
さ
ん
会
員
を

増
や
す
こ
と
で
、
農
村
、
都
市
に
関
わ
ら
ず
全

国
的
な
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
の
実
現
を
目
指
し

ま
す
。

協
議
会
は
貴
重
な
情
報
源
と
し
て
、
あ
な
た

の
ま
ち
の
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
実
現
を
サ
ポ
ー

ト
し
ま
す
。
変
革
の
時
代
に
お
け
る
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
給
食
の
実
現
に
あ
な
た
の
お
力
を
お
貸

し
く
だ
さ
い
。
随
時
、
会
員
を
募
集
し
て
い

ま
す
の
で
、
こ
の
機
会
に
ぜ
ひ
、

入
会
を
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

ೖ会Ҋ಺ɹ
IUUQT���XXX�DJUZ�JTVNJ�MH�KQ�TPTIJLJLBSBTBHBTV�OPSJOLB�PSHBOJD@GBSNJOH@QSPNPUJPO������IUNM

શࠃオーガニック給食協議会事務局
͍すみ市農林課　伸田৾

自
治
体
担
当
者
会
議
の

開
催

学
校
給
食
の
有
機
化
を
進
め
る
上
で
の
２
大

テ
ー
マ
が
「
学
校
給
食
に
お
い
て
ど
う
有
機
農

産
物
を
安
定
的
に
調
達
す
る
か
」
と
「
有
機
農

業
を
地
域
に
ど
う
普
及
推
進
す
る
か
」
に
な
り

ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
テ
ー
マ
ご
と
に
、
課
題
を

明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
加
え
、
解
決
の
糸
口
と

な
る
事
例
を
共
有
し
、
取
組
の
方
向
性
に
対
す

る
深
い
理
解
を
得
る
た
め
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開

催
し
て
い
ま
す
。

テ
ー
マ
別
フ
ォ
ー
ラ
ム

の
開
催

視
察
研
修
会
の
開
催

全
国
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食

フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催
支
援

議員連ໍ発଍と໨త
഑ʹ߁Ͳ΋ͨͪの݈ࢠ、෺のಋೖ͸࢈೶ػ給食΁の༗ߍֶ
ྀͨ͠食ڥ؀のߏங͚ͩͰͳ͘、஍Ҭࡁܦのੑ׆Խʹ΋ͭ
ͳがΓ、༗ػੜ࢈೶Ոʹͱっͯ͸ֶߍ給食ͱ͍う҆ఆతͳ
ൢ࿏の֬อ、ࢠͲ΋ͨͪʹͱっͯ͸食ҭの৔ͱͯ͠、ͦ͠
ͯ஍Ҭ全ମͱͯ͠͸஍࢈஍ফのਪਐʹ͢ݙߩΔ΋のͱ͑ߟ
Δɻこうֶͨ͠ߍ給食Λ௨ͨ͡༗ػ೶࢈෺の全国తͳීٴɾ
֦大のՄೳੑʹண໨ͯ͠、���� ೥ � ݄、໨తΛڞ༗͢Δ
௒ౘ೿の国会議員がू·Γ、ʮオーガニック給食Λ全国ʹ
実͢ݱΔ議員࿈ໍʯがൃ଍ͨ͠ɻ

活動内༰ ຊ議࿈Ͱ͸、ൃ଍Ҏདྷ、ؔ܎লி、࣏ࣗମ、ੜஂऀ࢈ମͳͲ͔ΒオϯラΠϯ΋ซ༻͠ͳがΒώΞ
ϦϯάΛ行͍、ҙ׵ަݟΛॏͶ՝୊Λڞ༗͖ͯͨ͠ɻ֤ճのώΞϦϯά͸࣍のͱ͓ΓͰ͋Δɻ

தؒใࠂॻとఏ֓ݴ要
���� ೥ � ಉ୅ڞ大ਉɾオーガニック給食議࿈࢈೶ྛਫࢤຊ఩ࡔ、݄
දΛ๚Ε、ຊ議࿈ͰऔΓ·ͱΊͨ中ؒใࠂॻΛख౉ͨ͠ɻใࠂॻʹ͸
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ɾ有機農業΁の৽ن参ೖのޙԡしͳͲ、༗ػੜ࢈೶Ո΁
のࢧ援Λ֦ॆ͠、オーガニックֶߍ給食ಋೖΛଅਐ͢Δ
੍౓の֬立ͳͲΛਤΔこͱɻ
ɾֶߍ給食Λ௨ͯ͡༗ػ೶࢈෺の஍産஍ফΛਪਐ͢Δͱ
ͱ΋ʹ、༗ػੜऀ࢈ͱௐཧݱ৔の૬ޓཧղΛଅ͢こͱͰ
஍Ҭ経ࡁの޷॥環Λଅਐ͢Δこͱɻ
ɾオーガニック給食の্࣭޲ʹ͸、ӫཆ࢜΍ௐ理員のઐ
໳஌ࣝがෆՄܽͰ͋Δこͱ͔Β、研修΍人ࡐҭ੒ΛڧԽ
͢Δこͱɻ
ɾ環境学शのॆ実΍、ऩ֭ɾ೶ۀମݧͳͲΛ௨ͨ͡ଟ֯
తͳࢹ఺͔Β食ҭΛҰ૚ਪਐ͍ͯ͘͠こͱɻ
ɾখഴΞϨϧΪーΛ࣋ͭࢠͲ΋ͨͪのͨΊʹ、米คパン
のීٴΛଅਐ͢Δこͱɻ

まとめ
オーガニック給食の全国తͳීٴ͸、ࢠͲ΋ͨͪの݈૿߁ਐ、ڥ؀ෛՙの௿ݮ、஍Ҭ೶ۀのৼڵͳͲ、
ଟذʹΘͨΔޮՌがظ଴͞Ε͍ͯΔɻຊ議࿈Ͱ͸、ؔऀ܎ͱ協力͠、この໨ඪの実͚ͯ޲ʹݱこΕ͔Β
΋ਚ力ͯ͠·͍Γ·͢ɻ

オーガニック給食Λ
શࠃに実ݱすΔ
議員連ໍ・活動ใࠂॻ

同代表　઒田ཾฏڞ
 同代表代行　宮下Ұ࿠ڞ

ୈ̍ճશ国ΦーΨχοΫڅ食ϑΥーϥϜ௕໺ݝদ઒ொをձ৔にしͨ࡯ࢹ研मձ

ཧ૝のڅ食を໨ࢦしてʙཱݙに༗ػ食ࡐをೖれるのがઌܾʙ

૯ձに͓͚るߨԋ　
Ѫ஌学院大学 ؔࠜՂܙ教授

１２

３

４

こ
ち
ら
よ
り
→

ΩックオフɾώΞϦϯάͱͯ͠、全国オーガニック給食協議会、೶ྛਫ࢈ল、จ෦ՊֶলがࢀՃɻ

ஂମώΞϦϯάͱͯ͠、全国オーガニック給食協議会がࢀՃɻ

ੜऀ࢈ώΞϦϯάͱͯ͠、NPO 法人 全国༗ػ೶ۀਪਐ協議会、JA 常陸ʢ茨城県ʣがࢀՃɻ

ҭ委員会、௕໺県দڭҭ委員会、੩Ԭ県ାҪ市ڭ౎෢ଂ໺市ژ৔ώΞϦϯάͱͯ͠、౦ݱ給食ߍֶ
઒ொཱদ઒中央খֶߍがࢀՃɻ

給食会がߍ給食会、宮城県ֶߍ౎ֶژ給食ਪਐ࿈߹会、౦ߍ給食会ώΞϦϯάͱͯ͠、全国ֶߍֶ
Ճɻࢀ

ੜऀ࢈ώΞϦϯάͱͯ͠、ࢁ౎ொ༗ػ೶ۀ協議会ʢ۽ຊ県ʣ、ٱࠤΏう͖の会ʢ௕໺県ʣがࢀՃɻ
中ؒใࠂͱΓ·ͱΊҊʹ͍ͭͯ΋ݕ౼ɻ

ୈ � ճʢ���� ೥ � ݄ʣ

ୈ � ճʢ���� ೥ �� ݄ʣ

ୈ � ճʢ���� ೥ � ݄ʣ

ୈ � ճʢ���� ೥ � ݄ʣ

ୈ � ճʢ���� ೥ � ݄ʣ

ୈ � ճʢ���� ೥ � ݄ʣ

શࠃオーガニック
給食協議会

オーガニック給食のશࠃ展開Λ໨ࢦす

に͍ͭͯ

、ԼҰ࿠ऺٞ院ٞһٶ、農林水産大ਉࢤຊ఩ࡔ、院ٞһٞࢀ院ٞһ、઒ాཾ平ٞऺ߂లࢁΒখ͔ࠨ
উ඙ऺٞ院ٞһాࢁ

nouji
25



25 24

常陸大宮市では、JA 常陸が有機 JAS グループ認証を
取得しているため、グループに登録している農家は JA 常
陸による審査・格付けを受け、有機農産
物として出荷しています。また、茨城県
や市が有機 JAS 取得に補助金で支援を
しているため、金銭負担少なく有機 JAS
認証取得に取り組むことができていま
す。

松川町では、「ゆうき給食とどけ隊」が学校給食用の農
産物を作っています。有機 JAS 認証を取得している農家
としていない農家が参加し、「自然農法国際研究開発セン
ター」の技術指導を基
に、育土を学び、元気
な土で化学肥料や農薬
に頼らない元気な農産
物を作っています。

臼杵市では、市独自の「臼杵市ほんまもん農産物認証制
度」を策定しています。これは、臼杵市土づくりセンター
が生産する「うすき夢堆肥」等の有機質肥料を使用して土
づくりを行い、かつ、化学肥料及び化学合成農薬を使用し
ていないほ場を市が認証した上で、一定の栽培管理基準を
満たして生産される農産物を「ほんまもん農産物」として
取り扱うことができる制度です。

臼杵市では、ほんまもん農産物を学校給食に優先的に使
用しており、2023 年度の学校給食における「ほんまもん
農産物」供給率は約 24％と年々増えています。
「今後も、地産地消の推進と併せて、子どもたちが「食」
に関する理解を深め、郷土愛や感謝の心を育むための食農
教育を積極的に進
めていきます。」（臼
杵市農林振興課）

フランスでは、エガリム法という法律に基づいて、給食
を含む公共調達では、有機食材を 20％以上にすることが
義務付けられていますが、その「有機食材」とは EU ま
たはフランスの認証基準に則したものに限られています。
日本から見ると厳しいものに思えますが、首都パリでは
2023 年、100％オーガニック
給食を実現する学校がありま
した。

韓国では、「親環境給食」が全国の幼稚園、小中学校で
実施されています。「親環境農産物」には、当初「有機」
に加え、「無農薬（化学肥料は推奨施肥量の 1/3 以下）」、「転
換期有機」、「低農薬（農薬安全基準の 1/2 以下の農薬使用）」
も含まれていましたが、その後認証が厳しくなり、「転換
期有機」は 2007 年、「低農薬」は 2016 年に廃止され、現
在は「有機」と「無農薬」の 2
つだけとなっています。

各地のオーガニック給食と認証

いすみ市では、市が事務局を担う団体一括で有機 JAS
認証を取得するため、有機米生産者は全員、有機 JAS 認
証を取得します。学校給食では、有機 JAS への移行期間
にあたる「転換期間中有機米」や「特別栽培米（節減対
象農薬・化学合成農薬栽培期間中不使用）」が使用されて
います。学校給食が、こうした有機 JAS 移行中作物の受
け皿となることで、有機農業拡大に大きく貢献していま
す。また、経営規模の小さい新規就農者等が、すぐに有機
JAS 認証を取得するのはハードルが高いため、市が農薬・
化学肥料不使用の野菜を対象に「いすみそだち」という独
自の認証を行い、こち
らも多くは学校給食に
使用され、農家の経営
を支えています。

千葉県いすみ市 茨城県常陸大宮市

長野県松川町

大分県臼杵市

フランス 韓国

有機農業推進法では、

日本で食品を販売する際、「有機」「オーガニッ
ク」と表示するためには、有機 JAS 認証が必要
です。農林水産省が定めた有機 JAS 規格に基づ
いて、第三者機関である「登録認証機関」が生産
工程の検査を行い、認証します。

有機 JAS 認証はすぐには取得できません。有
機 JAS を取得するためには、お米や野菜など１
年で育つものについては、種まきや植え付けをす
る２年前から、果物など多年生の植物は最初の収
穫の３年前から、その田んぼや畑で化学農薬・化
学肥料を使わないなどの有機的管理が必要です。

有機 JAS 認証を取得
するまでの移行期間中に
生産された農産物は、な
かなか市場では評価され
ていないのが現状です。
給食でこの移行期間中の
農産物を使うことは、有
機への転換の後押しにな
ります。

特別栽培は、農林水産
省が定める「特別栽培農
産物表示ガイドライン」
に基づいて、生産者が表
示できる制度です。

特別栽培では、確認責
任者が生産工程の確認を
行いますが、この確認責
任者は第三者とは限りません。慣行と比べて、化
学農薬の使用回数が 50％以下、化学肥料の窒素
成分が 50％以下のものは、特別栽培と表示でき
ます。農薬を使っていない場合は、「栽培期間中
農薬不使用」と表示できます。

「農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との
調和などに留意しつつ、土づくり等を通じて化学
肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮
した持続的な農業」（環境保全型農業の基本的考
え方より）

大丈夫です。法令違反にはなりません。JAS 法は、一般
消費者の合理的な選択の機会の拡大等を図るためにあるもの
ですが、給食は、一般消費者向けに販売するものではありま
せん。給食だよりやホームページ、メディア向けの説明で

「オーガニック給食」と言うことは何も問題ありません。
有機という言葉を用いることに躊躇して啓発の機会を逃す

よりも、臆せず積極的に有機をいう言葉を用いて、その定義
や詳細については、児童生徒などに合わせて、場面に応じて
周知、啓発していく方がよいのではないでしょうか。

有機 JAS ͬͯԿʁ 有機 JAS はす͙にऔಘで͖Δʁ

ಛผ栽培ͬͯԿʁ

PGS 	Participatory Guarantee System

（参加ܕอূシステム）ͬͯԿʁ

有機 JAS 100� ͡Όͳくͯ΋
ʮオーガニック給食ʯ͍͍ͬͯͯͬݴのʁ

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
と
認
証
制
度
を
考
え
る

Խ学తに合੒͞れͨංྉٴͼ農ༀΛ࢖༻しͳ͍こと
ฒͼにҨ఻子組換ٕ͑ज़Λར༻しͳ͍ことΛجຊとしͯ、
農業生産に༝དྷすΔ環境΁のෛՙΛで͖Δ限り௿ݮしͨ
農業生産の方๏Λ༻͍ͯ行ΘれΔ農業

と定義されています。

生産者や消費者が参画し、取組水準の決定や生産の
確認等を実施する仕組み。関係者の積極的な参画活動
に基づいて、生産者を認証します。有機 JAS よりも、
資料作成の手間と認証価格を抑えることができる仕
組みです。各国で取組が進んでいますが、日本では、
NSLA オーガニック JAPAN が、オーガニック雫石
と連携しながら、学校給食での PGS 活用に向けて取
組中です。

ま
ず
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産
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、
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ら
、
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う
��

月
１
回
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ら
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、
人
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ｇ
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も
、
で
き
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と
こ
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か
ら
少
し
ず
つ
始
め
ま
せ
ん
か
。

環境อશܕ農業ͬͯԿʁ

何？
有機農業ͬͯ

？

ग़యɿ農林水産省
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オーガニック給食マップ

オーガニック給食マップは、皆様

からの情報を元に作成・更新して

います。皆様の取組事例、最新情

報を是非お知らせください。

オーガニック給食マップは、学校給食をオーガニックに変える活動をする皆様に、
日本・世界の情報をまとめて共有するためのプラットフォームです。

オーガニック給食マップ事務局
左から遠藤菜美恵氏、杉山敦子氏、野々山理恵子氏

（写真提供：KOKOCARA 編集部）

オーガニック給食を実現 オーガニック給食の実現に向け活動中

同者数ࢍˍ同団体ࢍ ̏
஍ํ࣏ࣗମ·Ͱ、ۀا人͔Βݸ
ஂମ：���ɹݸ人：���
૯਺：856

ʢ���� ೥ �� ݄ � ೔ࡏݱʣ

���� ೥、全ถ฼਌ஂମ .PNT ADSPTT ANFSJDB の૑ઃऀθϯɾ
ϋニーカッτ͞Μのߨԋ会が౦ژͰ։催͞Ε·ͨ͠ɻθϯ͞Μͨͪ
͸、೶ༀͳͲʹΑΔࢠͲ΋ͨͪの݈߁ඃ֐Λ׆ࠪݕಈͰ໌Β͔ʹ͠、
΍行੓ʹಇ͖͔͚͖ͯ·ͨ͠ɻͦۀا Εʹ৮ൃ͞ΕͨࢀՃऀ͔Βʮ೔
ຊͰ΋ม͍͑ͨʯͱ͍う੠が্がΓ、౦ژɾੈా୩Ͱ͸ʮֶߍ給食
ʹ༗ػ食ࡐΛʯͱ͍うॺ໊׆ಈが࢝·Γ·ͨ͠ɻ

���� ೥ʹ͸ʮੈք中ʹ޿がΔオーガニックの೾ɹࢠͲ΋ͨͪの
給食Λ༗ػ食ࡐʹ͢Δ全国ू会ʯが։催͞Ε、こΕΛػʹ、֤஍Ͱ
ʹฃಆͯ͠給食Λม͑Αうͱ͍ͯ͠Δ人ͨͪの৘ใがೖΔΑう܉ݽ
ͳΓ·ͨ͠ɻ

఺͍ͯ͠ࡏΔͦΕΒの׆ಈΛՄࢹԽ͢ΔこͱͰ఺ͱ఺Λ݁ͼ໘ʹ
Կ͔͍ͭͭࢥಈ͍ͯ͠Δ人΍、こΕ͔ΒऔΓ૊΋うͱ׆ࡏݱ、͛޿
Β࢝Ίͯྑ͍の͔೰ΜͰ͍Δ人のഎ中Λԡ͢ΑうͳαΠτΛ࡞Ζう
ͱ、���� ೥ � ݄ʮオーガニック給食マップʢུশ：O, マップʣʯ
αΠτがελーτ͠·ͨ͠ɻ

っͨ人ͨͪʹ、༷ʑͳ৘ใࢥ給食Λオーガニックʹม͍͑ͨͱߍֶ
ൃ৴Λ௨ͯ͡、औ૊のώϯτΛఏ͠ڙ、ϞνϕーγϣϯΞップʹͭ
ͳ͍͖͛ͯ·͢ɻ
⿎ O, マップαΠτͰのオーガニック給食৘ใのߋ৽
⿎ 4N4 ʹΑΔオーガニック給食ؔ࿈の৘ใൃ৴
⿎全国オーガニック給食協議会΁の協力ʢಛʹҰൠ޲
͚のݚम会΍全国オーガニック給食フォーラムのӡ
Ӧɾ޿ใの協力ʣ
⿎Πϕϯτग़ల

１ 設立の͖ͬかけ

̎ 活動内༰

ԭೄ

学校給食で有機食品を使用しているのは

193 市町村
オーガニック給食実施・実施予定市町村

農林水産省農産局農業環境対策課「令和４年度における
有機農業の推進状況調査（市町村対象）」より

ग़యɿ農林水産省農産ہ農業ڥ؀ରࡦ՝ 「ྩ和 2 年౓、ྩ和 � 年౓、
ྩ和 � 年౓に͓͚る ༗ػ農業のਪਐঢ়گௐࠪ（ࢢொଜର৅）」

ग़యɿ農林水産省農産ہ農業ڥ؀ରࡦ՝՝ 「ྩ和 � 年౓に͓͚る༗ػ
農業のਪਐঢ়گௐࠪ（ࢢொଜର৅）」

ΦーΨχοΫϏϨοジにऔり૊Ή࣏ࣗମの͏ͪ、༗ػ農業࣮ܭࢪըなどͰڅ食に༗ػ食඼をಋೖ͢る͜ͱが͞ࡌهれているࣗ

࣏ମ、ΦーΨχοΫڅ食Ϛοϓに͞ࡌܝれている࣏ࣗମ、ެදࢿྉ΍ใಓ等Ͱڅ食に༗ػ食඼をಋೖしͨ͜ͱ、͢る༧ఆが֬

ೝ͞れる࣏ࣗମをࡌܝしてい·͢。
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੩Ԭݝ
市ࢬ౻
ֻ઒市
ାҪ市
඿দ市
෋࢜市
ҏ౾の国市
੩Ԭ市
খాݪ市
෋࢜宮市
৿ொ
Ѫ஌ݝ
౦ڷொ
ೆ஌ଟொ
Ԭ࡚市
԰市ݹ໊
大෎市
ඒ඿ொ

͋·市
Ҵ୔市
市ࢁݘ
ปೆ市
Ұ宮市
ೆ市ߐ
෢๛ொ
ݝॏࡾ
ඌ࿯市
໊ு市
ҏլ市
໺ொފ
࣎լݝ
೔໺ொ
౎෎ژ
ُԬ市
ೆ୮市
宮௡市
୮後市ژ
大ࡕ෎
ઘ大௡市
ઘࠤ໺市
茨໦市
๛中市
Տೆொ
ฌݝݿ
๛Ԭ市
୮೾ࣰࢁ市
ཆ෕市
୮೾市

ேདྷ市
ொ܊্
Ճ౦市
ҏ୮市
୮೾市
市઒ொ
ਆށ市
Ἑ԰市
ಸྑݝ
ఱཧ市
Ӊଫ市
市ݪ־
大࿨ࢁ܊市
࿨Վ山ݝ
࿨Վࢁ市
͔ͭΒ͗ொ
の઒市ل
ௗऔݝ
೔ೆொ
島ࠜݝ
඿ా市
௡市ߐ
大ా市
༢ೆொ
٢լொ
൧ೆொ
ඒڷொ
Ԭ山ݝ
࿨ؾொ
૯ࣾ市

ݝ島޿
ਆੴݪߴொ
市ݪࡾ
౦޿ౡ市
山口ݝ
௕໳市
ಙ島ݝ
খদౡ市
ւཅொ
٢໺઒市
߳઒ݝ
ؙُ市
Ѫඤݝ
市࣏ࠓ
੢ҏ༧市
ݝ஌ߴ
࢛ສे市
஌市ߴ
߳ඒ市
അ࿏ଜ
෱Ԭݝ
ஜࢵ໺市
う͖͸市
ౡ市ࢳ
ಹՑ઒市
෱ஐ市
੺ଜ
ݝլࠤ
্ๆொ
լ市ࠤ

௕࡚県
ೆౡݪ市
Ӣઋ市
ݝຊ۽
ೆѨોଜ
౎ொࢁ
人٢市
ຊ市۽
大分ݝ
ഢ市ࠤ
ӓ٩市
๛後ాߴ市
宮࡚ݝ
ҁொ
ುொߴ
໦城ொ
ݝ島ࣇࣛ
ೆͭ͞·市
༙ਫொ
ೆछࢠொ
քொت
ಙ೭ౡொ
Ѭྑ市
ਨਫ市
஌໊ொ
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04 予算

64ˋの自治体͕、
有機給食ΛਐめΔ༧ࢉΛા置
18 自治体͕、農林水産省のみͲりの食ྉ
システムਪਐ交付金౳のิॿ事業Λ活༻

05 JAとの連携
有機食ࡐಋೖに͍ͭͯ
JAと連ܞし͍ͯΔ自治体は34�
連ܞし͍ͯͳ͍自治体は66�

連ܞのྫ：有機農産物の生産、ྲྀ௨・配ૹ、
営農ࢦಋ、ࢪ設࢖༻ͳͲ

06 調理場の形式
オーガニック給食実ࢪ自治体の൒数Ҏ্は
センター方ࣜで実ࢪ

07「有機農産物」の範囲

有機JASೝূに加͑、

08 課題

ͦのଞ
⿎஍࢈஍ফΛݪଇͱͨ͠༗ػ೶࢈෺のಋೖ֦大Λ行͍͍ͨͱ͍ͯ͑ߟΔ
が、ݱ実తʹຊ市のΈͰௐୡ͢ΔこͱがͰ͖ͳ͍ɻۙྡの市ொ౳΋ؚΊͨ
ੜऀ࢈΍ੜ࢈඼ɾྔのϦετのڞ༗΍༥௨ͳͲの࢓૊Έがඞཁͱ͡ײΔɻ
ʢُԬ市ʣ
⿎༗ػ໺ࡊʢ༿෺ʣのҟ෺ࠞೖʢ஬ʣ΁のରࡦ、給食ཱݙͱௐୡλΠϛϯ
άʢ໺ྨࡊのอଘの໰୊ʣ、ֶߍ給食Ͱ͍࢖উखのΑ͍ࠜྨࡊʢニϯδϯ
΍δϟガΠϞ౳ʣΛ大ن໛ʹ࠿ഓ͍ͯ͠Δ༗ػ೶Ոが͍ͳ͍ɻʢߴುொʣ

09 自治体担当者からのコメント

市内で有機農産物の生産量を増やすには、農協
の協力が無いと広がらない。給食で有機農産物を
使用するには生産量が少なく全校一律には難し
い。有機給食のかかりまし費用の負担には、保護
者の理解を得ることに難しい面があるため、地方
自治体としての財源確保が必要となるが、地方自
治体の財政事情も厳しいことから、国からの継続
的な支援がないと難しい。

当町は遊休農地対策からスタートした取り組みでしたが、子どもた
ちの健康と教育に有機給食が与える影響が大きいと学びました。元気
な土で育ったお米や野菜が元気に育ち、その元気な有機農産物を食べ
ることで、子どもたちの心と体の健康が促進されるということでした。

ゆうき給食とどけ隊の皆さんの圃場へ小学生が見学や、収穫体験、
生き物調査などに行き、生産者と児童生徒とのつながりが生まれてい
ます。子どもたちに、ふるさとへの誇りがうまれ、将来の農業の担い
手や、地域で暮らすことへの思いを持ってもらえたらと思います。今
後もこの活動を通じ人・地域の輪がどんどんつながり、広がっていく
ことを期待したいと思います。

01 導入率（重量ベース）
学ߍ給食に有機米Λಋೖし͍ͯΔ自治体 学ߍ給食に有機野菜Λಋೖし͍ͯΔ自治体

஫：ස౓΍Ωϩ਺Ͱճ౴が͋っ࣏ͨࣗମ͸ॱҐʹؚ·Ε͍ͯ·
ͤΜɻ༗ػถ͸、࠿ഓؒظ中೶ༀɾԽֶංྉෆ࢖༻の΋のΛؚ
Έ·͢ɻ

஫：ස౓΍Ωϩ਺Ͱճ౴が͋っ࣏ͨࣗମ͸ॱҐʹؚ·Ε
͍ͯ·ͤΜɻ༗ػ໺ࡊ͸、࠿ഓؒظ中೶ༀɾԽֶංྉෆ
の΋のΛؚΈ·͢ɻ༺࢖

02 目標

⿎ 2027೥までにશͯの食ࡐで有機 100ˋ（常陸大宮市）

⿎ 2026೥౓までに有機米 100�（木ߋ津市）

⿎ 2027೥/೥౓までに有機米 （ொڷੴ市、市֋ொ、東ࠇ）�100

⿎ 2028೥までに有機米 100�（ּؒ市）

⿎ 2024೥の஍ݩの有機野菜 35�（ӓ٩市）

03 価格
ถのՁ֨͸ػ給食༻の༗ߍֶ
Ұൠの΋のͱൺֱͯ͠、

͸ࡊ໺ػ給食༻の༗ߍֶ
Ұൠの΋のͱൺֱͯ͠、

１Ґ：͍すみ市、Ԙ୩ொ、٢լொ ʜ 100�
̐Ґ：木ߋ津市 ʜʜ 61.9�
̑Ґ：常陸大宮市 ʜʜ 43.9�

今年７月に有機農業と地域振興を考える自治体ネットワーク加入自治
体と、オーガニックビレッジに取り組んでいる自治体を対象にアン
ケートを依頼し、51 自治体から回答がありました。質問項目によっ
て無回答のものもあったので、質問項目毎に母数は異なります。

オーガニック給食
ମ࣏ࣗࢪ࣮
Ξϯέーτ݁Ռ

෋山市 দ઒ொ

１Ґ：ӓ٩市 ʜʜ 23.68�
̎Ґ：খ઒ொ ʜʜ 17�
̐Ґ：常陸大宮市 ʜʜ 12.2�
̑Ґ：দ઒ொ ʜʜ 11.8�

໨ඪのྫ

有機給食ΛਐめΔに౰ͨͬͯの
課୊はͲのよ͏ͳ΋の͕ありま
すかɻ（複数ճ౴Մ）

給食に࢖༻すΔʮ有機農産物ʯのൣғΛ
Ͳ͏͍ͯ͑ߟますかɻ（複数ճ౴Մ）

給食΁の有機食ࡐಋೖの໨ඪはありますか

˙͋Δ

˙ͳ͍

˙ มΘΒͳ͍
˙ ������� ഒ
˙ ������� ഒ

˙ ������� ഒ
˙ � ഒҎ্ ˙ มΘΒͳ͍

˙ ������� ഒ

˙ ������� ഒ
˙ ������� ഒ
˙ � ഒҎ্

˙ ҰൠΑΓ͍҆

有機給食ΛਐめΔͨめの
自治体༧ࢉはありますか

˙ͳ͍

˙͋Δ

˙྆ํ

˙ηϯλーํࣜ

ࣜํߍࣗ˙

ࣜํࢠͱ਌ࣜํߍࣗ˙
˙࿈͍ͯ͠ܞͳ͍

˙࿈͍ͯ͠ܞΔ

51
26

51
32

ʮ1.4 〜 1.9 ഒʯ͕ ໿ׂ̓ ʮ͍҆・มΘらͳ͍ʯ͕ ׂ̎
ʮ1.1 〜 1.6 ഒʯ͕ ໿ׂ̒

̏Ґ：

１Ґ：

１Ґ：

食ࡐௐୡ（ڙ給ྔ͕଍りͳ͍、ௐୡルート֬立͕
೉し͍、ௐ੔໾͕ෆط、ࡏଘの੨果・米業者との
兼Ͷ合͍ͳͲ）ʜʜ 31

Ձ֨ ʜʜ 31

̐Ґ：
̑Ґ：

ௐ理（ӫཆ࢜・ௐ理員ෛ୲、サイζの͹ら͖ͭͳͲग़
ՙ֨ن）ʜʜ 28
੒ ʜʜ 20ܗ者の合意܎ؔ
ଓੑ（୲౰者のҟ動౳）ʜʜ 11ܧ

⿎స換ؒظத有機農産物（స換開始࠷ޙॳのऩ֭前
１೥Ҏ্のؒ有機త؅理Λし͍ͯΔ΋の）΋ؚΉ 
ʜʜ 24
⿎環境อશܕ農業௚઀ࢧ෷交付金のର৅とͳΔ有機
農業で作られͨ農産物ΛؚΉ ʜʜ 23
⿎ಛผ栽培農産物（農ༀ・Խ学ංྉ栽培ؒظதෆ࢖
༻）΋ؚΉ ʜʜ 16
⿎自治体͕ಠ自にԽ学合੒農ༀ・Խ学ංྉෆ࢖༻Λ
֬ೝしͨ農産物 ʜʜ 10

ͦのଞ
⿎生産者団体によΔಠ自ೝূ、ொ内産に限ΔͳͲ
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オーガニック給食ͷ ՝୊ղܾͷώϯτ͸֤஍ͷऔ૊ʹ͋Δʂ՝୊ͱղܾͷώϯτ
̍�߹ҙܗ੒

地場産有機食材を多く取り入れることの効果（子ど
もたちの健康づくり、食育、郷土愛の醸成、情操教育
に大きくつながる、環境保全等）について、給食に関
わる幅広い関係者（自治体、保護者、農業者、栄養教
諭、栄養士、調理員等）の理解がないと、実現・継続
が難しいです。関係者の理解とモチベーションがあり、
コミュニケーションを経て合意形成がなされれば、実
現に向けて、様々な課題をクリアすることが可能とな
ります。 ҵ৓ݝৗ཮大ࢢٶは༗ػ農業ਪ

ਐ連བྷٞڠձを௨͡てؔऀ܎の
߹ҙܗ੒をਤͬてい·͢。

（ࣸਅఏڙɿৗ཮大ࢢٶ）

ҵ৓ݝৗ཮大ࢢٶは、༗ػ農業
γンポジ΢Ϝを։࠵し、ࢢ಺ؔ
ٴ農業のීػ等をର৅に༗ऀ܎
。͢·ていͬߦのऔ૊をൃܒ

̎�食ࡐௐୡ
供
給
量

給食用の食材は大量に安定供給が求められます。
地域に有機農業者が不在であったり、有機農業者が
いたとしても、農産物の販売先がすでに決まってい
たり、これ以上生産できない農家がほとんどですの
で、既存の有機農家に新たに給食への有機農産物の
提供を呼びかけても、供給量が足りず、それに応え
られないことが多いです。有機農産物の給食利用に
際しては、地域で新たに有機農業に転換する生産者
や新規就農者を育成し、生産力を増加することが必
要となります。

調
達
ル
ー
ト

+" ΍͞ͱ（ҵ৓ݝੴԬࢢ）の「ΏΊϑΝーϜ΍͞ͱ」Ͱは、༗࠿ػഓ෦ձのશ໘
。͢·農ՈͱなͬてಠཱしていػएいՈ଒が研मし、৽ͨな༗͢ࢤのԼ、農業をྗڠ

（ࣸਅఏڙɿ+" ΍͞ͱ）

野菜については、青果業者を通じて市場流通品が
供給されることが一般的ですので、地場産有機野菜
の導入に際しては、既存の食材供給・利用システム
の変更が必要になります。

米については、給食の原料米が、都道府県経済連
等から供給されていたり、学校給食会等が指定する
精米工場を経由していたりする場合、有機米として
小口の精米や供給ができないことがあります。単位
農協等地域の米穀取扱業者や農家が精米し、供給す
る必要がありますが、小規模農家の精米施設では斑
点米等の異物除去において、給食に求められる基準
を満たせない場合があります。

調
整
役

給食側（需要側）と農業者側（供給側）のミゾ（ミ
スマッチ）を解消する調整役（コーディネーター）
がいない場合、地場産有機食材の安定的な調達は不
可能です。

෢ଂ໺ࢢͰのௐ੔の༷ࢠ
東京౎෢ଂ໺ࢢͰは、+" 東京Ή͞しの୲౰ऀがௐ੔໾ͱなり、஍ݩ生
産ऀͱ学ߍのӫཆ࢜をڮ͙ܨ౉しをしてい·͢。（ࣸਅは /),「͓はよ
͏೔ຊ」202� 年 6 月 �� ೔์ө より）

地場産有機食材の調達量を増やすことが既存の
米・青果販売業者の売上げの減少を招く場合、既存
事業者からクレームが出ることがあります。

̏�ௐཧ
栄
養
士
・
調
理
員
の
負
担

地場産有機食材の導入に当たっては、旬の農産物
を前提とした献立作りが必要となることがあり、ま
た、既存の食材発注方法の変更が必要となります。
栄養教諭・栄養士単独では取り組めない課題につい
ては、体制を作って臨むことが必要です。

ϑϥンスͰは、$11 ϑϥンスがӫཆ࢜ͱௐཧһ͚޲にΦーΨχοΫڅ食
の研मをͬߦて͖·しͨ。ͦの $11 ϑϥンスのࢣߨによる೔ຊのӫཆ࢜
研मձが、/10͚޲ ๏ਓ͜ど΋ͱ農がͭながるڅ食ͩΜͩΜにより、֤
஍Ͱ։͞࠵れてい·͢。（ࣸਅఏڙɿ͜ど΋ͱ農がͭながるڅ食ͩΜͩΜ）

ӫཆ࢜が஍Ҭの༗ߍし、学ܞ՝が連ڵ食՝ͱ農業ৼڅのอ݈ࢢ、Ͱはࢢॴ୔ݝۄ࡛
ؔ、΁のཧղをਂΊࡊ໺ػの༗ݩし、஍࠵学͢る研मձを։ݟ農Ոのാをػ ஙɾߏ܎
ྲྀ௨ମ੍ߏஙをਤͬてい·͢。（ࣸਅఏڙɿฤूスλοϑ）

出
荷
規
格

地場品特有のサイズのバラつき、多少の虫や泥な
どの混入に対して、合理化の進んだ調理体制では、
下処理の手間の増加への対応が難しくなります。下
処理の能力を上げようとすると調理員の人数の増加
や施設の改変などが必要になりお金がかかる場合が
あります。

̐�Ձ֨
給食へ納品することによる経営的なメリットがなけれ

ば、有機生産者は増えません。生産者には再生産可能な価
格を保証することが必要であり、その結果、有機食材の価
格は一般食材よりも高くなる場合が多いです。給食側に発
生する追加的調達費の確保が課題となりますが、保護者負
担の給食費の値上げは困難であり、自治体等の予算が必要
になる場合が多いです。

ଓੑܧ�̑
一度給食に有機食材を導入したことがあっても、栄養士

や自治体の担当者が異動したり、自治体の方針が変更と
なったりするなど、給食における地場産有機食材の使用が
継続しないことがあります。後任の担当者の育成や、食材
選定基準、自治体の指針、条例の策定等、長期的に継続す
る仕組みを作ることが必要です。

既存の米・青果販売
業者との兼ね合い
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学
校
の
中
に
給
食
室
が
あ
り
、
栄
養
士
さ
ん
・
調
理
員
さ
ん
の
姿
や
給
食
の
匂
い
を
感
じ

ら
れ
る
自
校
方
式
。
大
量
調
理
に
よ
っ
て
、
施
設
・
設
備
・
人
件
費
等
を
合
理
化
す
る
給

食
セ
ン
タ
ー
方
式
。
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
よ
う
に
地
産
地
消
・
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
の
給
食
を
進
め

て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

元
々
自
校
方
式
だ
っ
た
の
で
す
が
、
財

政
難
等
に
よ
り
佐
賀
市
で
調
理
場
を
持
っ

て
い
る
業
者
に
給
食
業
務
を
委
託
し
て
い

ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
給
食
に
異
物
混
入

が
度
々
発
生
し
た
の
で
す
。
木
片
や
ビ

ニ
ー
ル
片
、
ボ
タ
ン
電
池
が
入
っ
て
い
た

こ
と
も
あ
り
ま
し
た
。
中
学
生
か
ら
自
校

方
式
給
食
復
活
の
要
望
が
出
さ
れ
た
こ
と

も
あ
り
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
財
源
に
約

１
億
円
を
投
じ
て
、
古
く
な
っ
て
い
た
小

学
校
の
給
食
室
を
改
修
し
、
２
０
１
６
年

か
ら
７
年
ぶ
り
に
自
校
方
式
を
再
開
さ
せ

ま
し
た
。今
は
小
学
校
の
給
食
室
で
作
り
、

中
学
校
に
運
ぶ
親
子
方
式
に
な
っ
て
い
ま

す
。
給
食
が
温
か
く
て
美
味
し
く
な
っ
た

と
子
ど
も
た
ち
か
ら
評
判
で
す
。
問
題
が

あ
っ
て
も
す
ぐ
に
対
応
で
き
ま
す
し
、
調

理
員
さ
ん
の
顔
も
見
え
る
、
食
育
も
し
や

す
い
環
境
で
す
。
米
農
家
と
生
徒
た
ち
の

交
流
も
あ
り
ま
す
。

小
中
学
校
の
施
設
も
老
朽
化
し
て
い
る

の
で
改
築
を
検
討
し
て
い
ま
す
が
、
給
食

室
を
中
心
と
し
た
学
校
の
あ
り
方
を
研
究

し
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

米
ど
こ
ろ
な
の
で
、
地
元
の
お
米
を
給

食
に
使
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
で
き
る
だ

け
無
農
薬
に
近
い
お
米
を
増
や
し
て
い
き

た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

現
在
、
自
校
方
式
３
校
、
親
子
方
式

１
校
と
、
２
つ
の
給
食
セ
ン
タ
ー
で
約

８
５
０
０
人
の
児
童
生
徒
に
毎
日
給
食
を

作
っ
て
い
ま
す
。
市
政
の
最
上
位
計
画

で
あ
る
「
武
蔵
野
市
第
六
期
長
期
計
画

（
２
０
２
０
〜
２
０
２
９
）」
に
お
い
て
、

小
学
校
の
改
築
に
あ
わ
せ
た
自
校
調
理
施

設
の
整
備
が
明
文
化
さ
れ
て
い
ま
す
。
今

あ
る
北
町
調
理
場
（
給
食
セ
ン
タ
ー
）
は

築
50
年
以
上
と
な
り
建
て
替
え
は
難
し

く
、
ま
た
、
学
校
教
育
に
お
け
る
食
育
を

推
進
す
る
た
め
、
小
学
校
改
築
に
合
わ
せ

て
自
校
方
式
に
シ
フ
ト
し
て
い
く
計
画
で

す
。
給
食
は
、
衛
生
管
理
の
た
め
調
理
後

２
時
間
以
内
に
食
べ
る
の
が
ル
ー
ル
で
す

が
、
共
同
調
理
場
で
は
ど
う
し
て
も
配
送

時
間
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
、
自

校
方
式
の
方
が
調
理
に
時
間
を
か
け
る
こ

と
が
で
き

ま
す
。
ま

た
、
栄
養

士
や
調
理

員
と
生
徒

の
顔
が
見

え
る
関
係

が
で
き
る

の
で
、
き
め
細
か
な
食
育
指
導
が
で
き
ま

す
。
し
か
し
、
老
朽
化
し
て
い
る
各
小
学

校
に
給
食
室
だ
け
を
増
設
す
る
こ
と
は
現

実
的
で
は
な
い
の
で
、
小
学
校
建
て
替
え

の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
合
わ
せ
て
、
給
食
室
を

作
っ
て
い
く
方
針
で
す
。

２
０
２
１
年
に
新
設
し
た
桜
堤
調
理

場
（
給
食
セ
ン
タ
ー
）
は
将
来
的
に
は
主

に
中
学
校
給
食
を
担
い
ま
す
。
給
食
セ
ン

タ
ー
で
も
市
内
産
野
菜
を
積
極
的
に
受
け

入
れ
て
手
作
り
調
理
も
実
践
し
て
い
ま

す
。
自
校
方
式
で
も
給
食
セ
ン
タ
ー
方
式

で
も
、
地
産
地
消
を
進
め
、
子
ど
も
た
ち

の
た
め
に
安
全
で
質
の
高
い
給
食
を
安
定

的
に
届
け
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

袋
井
市
で
は
、
３
つ
の
給
食
セ
ン
タ
ー

で
１
日
約
９
１
０
０
食
を
提
供
し
て
い
ま

す
。
２
０
１
３
年
に
稼
働
し
た
中
部
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー
で
は
、「
安
全
安
心
」「
地

場
産
物
活
用
」「
食
育
推
進
（
手
作
り
調

理
）」「
災
害
時
へ
の
備
え
」
を
コ
ン
セ
プ

ト
に
建
設
を
進
め
ま
し
た
。
地
場
野
菜
を

前
日
納
品
し
て
適
切
な
温
度
管
理
を
す
る

た
め
の
プ
レ
ハ
ブ
冷
蔵
庫
、
多
種
多
様
な

野
菜
を
短
時
間
で
処
理
で
き
る
野
菜
下
処

理
室
と
生
野
菜
を
安
全
に
提
供
す
る
た
め

の
微
酸
性
電
解
水
生
成
装
置
、
素
材
か
ら

手
作
り
す
る
た
め
の
下
ご
し
ら
え
を
す
る

手
作
り
準
備
室
な
ど
を
設
置
し
ま
し
た
。

き
ち
ん
と
学
校
給
食
衛
生
管
理
基
準
に
適

合
し
て
い
ま
す
。適
切
な
換
気
空
調
な
ど
、

こ
だ
わ
り
も
た
く
さ
ん
で
す
。

「
日
本
一
健
康
文
化
都
市
を
支
え
る
日
本

一
の
給
食
」
を
掲
げ
、
地
産
地
消
と
食

育
に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
元
々
米
は

１
０
０
％
市
内
産
で
し
た
が
、
野
菜
に
つ

い
て
も
年
間
１
９
５
日
、
毎
日
市
内
産
農

作
物
を
給
食
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
給
食
で
使
用
し
て
い
る
農
作
物

の
10
％
程
度
が
有
機
栽
培
や
農
薬
不
使
用

栽
培
等
で
す
。

給
食
を
通
じ
て
、
子
ど
も
た
ち
の
食
生

活
の
基
本
、
食
の
自
己
管
理
能
力
を
育
て

て
い
き
た
い
。
そ
れ
が
健
康
寿
命
の
延
伸

に
つ
な
が
る
と
考
え
ま
す
。
給
食
は
教
育

で
あ
り
、
調
理
員
は
給
食
と
い
う
教
科
書

を
作
っ
て
い
る
の
で
す
。

自
校
式
は
理
想
か
と
思
い
ま
す
が
、
人

材
確
保
が
難
し
い
時
代
に
お
い
て
給
食
セ

ン
タ
ー
方
式
は
必
要
で
す
。
設
計
思
想
次

第
で
セ
ン
タ
ー
方
式
で
も
十
分
に
地
場
屋

と
有
機
食
材
の
活
用
は
可
能
だ
と
思
い
ま

す
。詳
し
く
お
知
り
に
な
り
た
い
方
は『
学

校
給
食
施
設
計
画
の
手
引
き
』
を
ご
参
照

く
だ
さ
い
。

常
陸
大
宮
市
で
は
、「
子
ど
も
た
ち
に
最
高
の
給
食
を
届

け
た
い
」
と
い
う
強
い
思
い
か
ら
、
有
機
野
菜
や
自
然
由
来

の
食
材
を
使
用
し
た
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
の
提
供
を
推
進
し

て
い
ま
す
。

昨
年
度
（
令
和
５
年
度
）
は
、
有
機
野
菜
の
使
用
率
が
約

20
％
（
購
入
金
額
ベ
ー
ス
）、
化
学
肥
料
や
農
薬
を
使
用
せ

ず
に
栽
培
さ
れ
た
お
米
の
使
用
率
が
約
53
％
（
購
入
金
額

ベ
ー
ス
）
に
達
し
、
さ
ら
に
、
食
品
添
加
物
を
含
ま
な
い
味

噌
、
醤
油
、
天
日
塩
な
ど
の
食
材
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
る

な
ど
一
歩
一
歩
で
は
あ
り
ま
す
が
取
り
組
み
を
進
め
て
お
り

ま
す
。

今
後
、１
０
０
％
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
給
食
の
実
現
に
向
け
て
、

不
揃
い
の
有
機
野
菜
の
活
用
や
、
自
然
由
来
の
食
材
を
使
っ

た
手
作
り
調
理
な
ど
様
々
な
課
題
が
ご
ざ
い
ま
す
。
特
に
、

セ
ン
タ
ー
方
式
に
お
け
る
効
率
的
な
調
理
や
、
限
ら
れ
た
時

間
内
で
の
提
供
は
大
き
な
課
題
で
す
。
し
か
し
、
関
係
者
一

丸
と
な
っ
て
工
夫
を
重
ね
る
こ
と
で
、
１
０
０
％
オ
ー
ガ

ニ
ッ
ク
給
食
の
実
現
が
可
能
で
あ
る
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

そ
の
た
め
に
、
セ
ン
タ
ー
職
員
、
栄
養
教
諭
、
生
産
者
、

調
理
員
な
ど
の
関
係
者
全
員
が
目
的
を
共
有
し
、
達
成
す
べ

き
目
標
に
向
け
て
お
互
い
の
課
題
や
問
題
点
を
共
有
し
、
一

つ
ひ
と
つ
の
課
題
を
解
決
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え

て
お
り
ま
す
。

一
番
大
切
な
の
は
「
子
ど
も
た
ち
に
最
高
の
給
食
を
届
け

た
い
」
そ
の
強
い
思
い
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
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学
校
内
に
給
食
室
を
設
置
し
て
給
食
を
調
理
す
る
方
式

自
校
方
式
（
単
独
調
理
方
式
）

学
校
内
に
給
食
室
が
あ
り
、
他
校
の
分
も
作
っ
て
配
送
す
る
方
式

▼
親
子
方
式

複
数
の
学
校
の
給
食
を
１
つ
の
調
理
場
で
調
理
し
、

専
用
の
配
送
車
で
各
学
校
へ
配
食
す
る
方
式

給
食
セ
ン
タ
ー
方
式
（
共
同
調
理
方
式
）
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